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１．国民健康保険の課題と取組方針 



昨年の動き 
１．東日本大震災への対応 
 （１）窓口負担、保険料（税）の減免措置 

 （２）保険者の収入減少に対する財政支援等 
 

２．社会保障・税一体改革 
 （１）市町村国保の財政基盤の強化・安定化・広域化 

 （２）短時間労働者への健康保険・厚生年金の適用 

 （３）高額療養費の見直し 
 

３．審査支払機関の統合 
 ・ 衆議院決算行政監視委員会決議 
 

４．国保組合の国庫補助の見直し 

 ・普通調整補助金の見直し、特別対策費補助金の廃止 等 

 



「国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議」の開催について 
  
１．趣旨 

   社会保障・税一体改革の検討に当たっては、特に、国民健康保険制度のあり方については、地方団体の意見
を十分に伺いながら検討を進めることが必要であることから、国民健康保険の構造的な問題の分析と基盤強化
策等について検討するため、厚生労働省と地方の協議を開催することとし、平成23年２月以降、事務レベルの
ワーキング・グループを開催。 

   平成23年６月30日に取りまとめられた「社会保障・税一体改革成案」においては、医療保険制度改革につい
て、「税制抜本改革の実施と併せ、2012年以降速やかに法案を提出」し、順次実施することとされており、改
革案の具体化に向けて、これまでの事務レベル協議を踏まえた検討を行うための政務レベルの協議を開催。 

 

２．メンバー 

 【厚生労働省】辻泰弘厚生労働副大臣、藤田一枝厚生労働大臣政務官 

 【地方代表】 福田富一知事（栃木県）、岡﨑誠也市長（高知市）、齋藤正寧町長（秋田県井川町） 
 

３．協議事項 

  ○市町村国保の構造的問題への対応 

   ・低所得者対策等のあり方 ・事業運営・財政運営の広域化 ・財政支援のあり方    等 

  ○その他 
  

４．開催経過      
   ○ 政務レベル協議 
      第1回 平成23年10月24日、 第2回 平成24年１月24日 
   ○ 事務レベル ワーキング・グループ（ＷＧ）  
      第1回 平成23年2月25日、 第2回 6月6日、 第3回 7月14日、 第4回 7月27日、 第5回 9月30日   
      第6回 11月17日、 第7回 12月1日、第8回 12月12日、第9回 12月27日、第10回 平成24年１月13日 
    （事務レベルWGのメンバー） 

全国知事会 栃木県、愛知県、鳥取県 
全国市長会 福島市、高知市 
全国町村会 井川町（秋田県）、聖籠町（新潟県） 
厚生労働省 保険局総務課長、国民健康保険課長、高齢者医療課長、調査課長  

 



Ⅱ
医
療
・
介
護
等
②
 

充実（金額は公費（2015年）） 
 
 

重点化・効率化（金額は公費（2015年）） 
 

A B 
○ 社会保障改革の具体策、工程及び費用試算（抜粋） 

社会保障と税の一体改革成案における該当部分の抜粋 

○ 保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化、逆進性対策 

ａ 被用者保険の適用拡大と国保の財政基盤の安定化・強化・広域化 
  ・ 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大 
  ・ 市町村国保の財政運営の都道府県単位化・ 財政基盤の強化 
 （低所得者保険料軽減の拡充等（～2,200億円程度）） 
            ※ 財政影響は、適用拡大の範囲、国保対策の規模によって変動 
 

（＝完全実施の場合▲1,600億円） 

ｃ 高度・長期医療への対応（セーフティネット機能の強化）と給付の重点化 
  ・ 長期高額医療の高額療養費の見直し（長期高額医療への 
  対応、所得区分の見直しによる負担軽減等）による負担軽減 
 （～1,300億円程度） 
                
            ※ 見直しの内容は，機能強化と重点化の規模により変動 

・ 受診時定額負担等（高額療養費の見直しによる負担軽減
の規模に応じて実施（病院・診療所の役割分担を踏まえた
外来受診の適正化も検討）。例えば、初診・再診時100円
の場合、▲1,300億円）ただし、低所得者に配慮。 

ｄ その他 
  ・ 総合合算制度（番号制度等の情報連携基盤の導入が前提） 
  ・ 低所得者対策・逆進性対策等の検討 

・ 後発医薬品の更なる使用促進、医薬品の患者負担の見直し
（医薬品に対する患者負担を、市販医薬品の価格水準も考
慮して見直す） 

・ 国保組合の国庫補助の見直し 

・ 高齢者医療制度の見直し（高齢者医療制度改革会議のとりまとめ等を踏まえ、高齢世代・若年世代にとって公平で納
得のいく負担の仕組み、支援金の総報酬割導入、自己負担割合の見直しなど） 

社会保障・税一体改革成案における取組の具体化（市町村国保）  

 
 



平成24年度以降の子どものための手当等の取扱いについて （平成23年12月20日付け ４大臣合意） 

１． （略） 
２． （略） 
（１）平成24年度の取扱い 
  ①・② （略） 
  ③地方の自由度の拡大に併せ、以下の国庫補助負担金の一般財源化等を実施する。（1,841億円） 

      ・国民健康保険都道府県調整交付金（1,526億円） 
                             （略）     
 
３．国民健康保険制度に関して、以下の措置を講ずることとし、国民健康保険法を改正する所要の法律案を次期通常国会に提出す
る。また、「社会保障・税一体改革成案」に盛り込まれている市町村国保の財政基盤の強化については、低所得者の保険料軽減の
拡充及び保険者支援の拡充に充てることとし、そのための必要財源（～2,200億円程度）については、社会保障・税一体改革成案を
具体化する中で、措置する。なお、高額医療費共同事業の国庫負担のあり方については、社会保障・税一体改革による財政基盤の
強化の状況を踏まえ、検討する。 
（１）平成22年度から平成25年度までの暫定措置である国保財政基盤強化策(保険者支援制度及び都道府県単位の共同事業（高
額医療費共同事業及び保険財政共同安定化事業）)を恒久化する（平成27年度）。また、恒久化までの間、暫定措置を１年間（平
成26年度まで）延長する。なお、財政安定化支援事業については、社会保障・税一体改革による財政基盤の強化及び財政運営
の都道府県単位化を踏まえ、所要の見直しを行う。 

（２）都道府県単位の共同事業について、事業対象を全ての医療費に拡大する（平成27年度）。なお、共同事業の拠出割合は、現
在と同じ、医療費実績割50、被保険者割50とするが、都道府県が市町村の意見を聴いて変更可能とする。 

（３）財政運営の都道府県単位化を円滑に進める等のため、都道府県調整交付金を給付費等の７％から９％に引き上げる。これに
伴い、国の定率負担は給付費等の32％とする（平成24年度）。 

平成23年12月20日 
内閣官房長官 
総務大臣 
財務大臣 
厚生労働大臣 
大臣折衝の結果、上記のとおり合意したことを確認する。 
民主党政策調査会長 

 



３．医療・介護等② 

 （保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化、

低所得者対策） 
 
                           （略） 

（１）市町村国保の低所得者保険料軽減の拡充など財政基盤の強化と財政運営の都道府県単位化    
 
 ○  低所得者保険料軽減の拡充や保険者支援分の拡充等により、財政基盤を強化する。  
   併せて、都道府県単位の共同事業について、事業対象をすべての医療費に拡大する。  

 
 ☆ 財政基盤の強化については、「国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議」におい

て、具体的内容について検討し、税制抜本改革とともに実施する。 
 
 ☆「平成24年度以降の子どものための手当等の取扱いについて」（平成23年12月20日付け 
  ４大臣合意）の事項については、「国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議」にお

いて協議した上で、必要な法案を平成24年通常国会に提出する。  

社会保障・税一体改革素案（市町村国保）  

平成２４年１月６日 政府・与党社会保障改革本部決定 



国保制度の課題と平成24年度における制度運営について 

Ⅰ 市町村国保関係 
 １．社会保障・税一体改革 
 

 ２．国民健康保険法の一部を改正する法律案（２４年４月～） 
  

 ３．東日本大震災への対応 
   ・ 一部負担金、保険料（税）の減免措置の延長等 
 

 ４．特定健診・特定保健指導の推進・見直し 
 

 ５．医療費適正化の推進 
 
Ⅱ 国保組合関係 
 ・ 指導監督の強化 



① 年齢構成が高く、 
   医療費水準が高い 
 
 
 
② 所得水準が低い 
 
③ 保険料負担が重い 
 
④ 保険料（税）の収納率低下 
 
⑤ 一般会計繰入・繰上充用 
 
 
 
 
⑥ 財政運営が不安定になるリスクの 
    高い小規模保険者の存在 
 
⑦ 市町村間の格差 

市町村国保の構造的な問題への対応の枠組み 

１．年齢構成 

２．財政基盤 

３．財政の安定性・市町村格差 

● 前期高齢者財政調整 

● 財政基盤の強化【新規】 
 ① 財政基盤強化策（平成22～25年度の暫定措置）の恒

久化 
 ② 低所得者の保険料に対する財政支援の強化 
  

● 財政運営の都道府県単位化の推進【新規】 
 
● 財政調整機能の強化【新規】 



市町村国保の構造問題への対応 

１．低所得者の保険料に対する財政支援の強化   
 

 （１）保険基盤安定制度の拡充（応益割保険料の軽減対象世帯の拡大） 
   ○ 低所得者に対する保険料軽減の対象世帯を拡大する。【税制抜本改革時】 
 

  （２）保険者支援制度の拡充 
   ○ 暫定措置を恒久化する。 【平成27年度】 
 

   ○ 保険料の軽減対象者数に応じた保険者への財政支援について、拡充を行う。  【税制抜本改革時】 
     

２. 財政運営の都道府県単位化の推進 
       ○ 暫定措置を恒久化する。【平成27年度】 
    ※ 恒久化する対象は、高額医療費共同事業及び保険財政共同安定化事業 
      ※ 80万円以上の医療費には、国・都道府県が4分の1ずつ公費負担 
 

   ○ 市町村国保の都道府県単位の共同事業（保険財政共同安定化事業）について、事業対象をすべての医療費に拡大する。 
【平成27年度】 

 

３．財政調整機能の強化 
   ○ 都道府県の調整機能の強化と市町村国保財政の共同事業の拡大の円滑な推進等のため、都道府県調整交付金を給付

費等の７％から９％に引き上げる。【平成24年度】 
      ※ これに伴い、定率国庫負担を給付費等の32％とする。 
 

   ○ 都道府県調整交付金の財政調整機能を明確化する。【平成24年度】 
 

４．その他 
    財政安定化支援事業について、財政基盤の強化や財政運営の都道府県単位化を踏まえ、所要の見直しを行う。  

【税制抜本改革時】 
 

 

  ※ 高額医療費共同事業の国庫負担のあり方については、社会保障・税一体改革による財政基盤の強化の状況を踏まえ、検討
する。 



2012（Ｈ24）年 2013（Ｈ25）年 2014（Ｈ26）年 2015（Ｈ27）年 

【子ども・子育て】 
   子ども・子育て新システムの創設 

【医療・介護】 
① 医療サービス提供体制 

② 地域包括ケア創設 

③ 医療・介護保険制度 
   ・ 市町村国保低所得者保険料軽減、 
     財政基盤強化 等 
   ・ 介護保険料低所得者軽減 等 
   ・ 高額療養費の見直し 

④ 高齢者医療制度 

⑤ 難病対策 

【年金】 
① 新しい年金制度の創設 

② 基礎年金国庫負担1/2の恒久化 

③ 物価スライド特例分の解消 

④ 最低保障機能の強化等 

⑤ 短時間労働者適用拡大 
   （医療保険も併せて実施）等 

⑥ 被用者年金一元化 

⑦ その他現行制度の改善 

【就労促進、ディーセント・ワーク】 

【貧困・格差】 

【医療イノベーション】 

【障害者施策】 

● 
新法提出 

法案提出検討 診療報酬改定 
介護報酬改定 

新事業計画（27年度～29年度） 

新医療計画 
（25年度～29年度） 

法案提出 

法案提出 

改善に必要な財源と方策を検討 

法案提出 

法案提出 

法案提出検討 

法案提出検討 
＜引き続き検討＞ 

必要な法案提出 

生活支援戦略（仮称）策定 
（運用改善は速やかに実施） 

＜法案提出も検討＞ 

法案提出 

平成24年度から26年度の3年間で解消し、平成24年度は10月実施 

＜法制化も視野に入れ検討＞ 

税制抜本改革と同時実施 

同
時
改
定 

法案提出 

非正規労働者のための総合 
ビジョン策定 

消費税引き上げ後に消費税財源により国庫負担２分の１を恒久化 
平成24年度は歳出予算と「年金交付国債（仮称）」で２分の１を確保 
平成25年度から消費税引き上げまでの間の取り扱いは引き続き検討 

必要に応じ生活保護基準の見直し 

① 生活困窮者対策・生活保護制度の見直し 

② 生活保護基準の検証 

税制抜本改革と同時実施 
法案提出検討 

＜医療法・薬事法の改正も検討＞ 診療報酬改定 

社会保障改革 工程表 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

法案提出検討 

恒久財源を得て早期に本格実施（子ども・子育て会議（仮称）や国の
基本指針など可能なものから段階的に実施）） 



国民健康保険法の一部を改正する法律案の概要（イメージ） 
 
 
 

   市町村国保の安定的な運営を確保するため、平成22年度から平成
25年度までの暫定措置となっている市町村国保の「財政基盤強化
策」（公費2,000億円）を恒久化する。 

 
  ※ 財政基盤強化策として、保険料軽減の対象となる低所得者数に応じた、市

町村に対する財政支援や、高額医療費に関する市町村に対する財政支援を
行っている。 

  

  
 
    

  市町村国保の都道府県単位の共同事業について、平成27年度か
ら、事業対象を全ての医療費に拡大し、財政運営の都道府県単位化
を推進する。 

  
  ※ 現在、１件30万円を超える医療費について、都道府県内の全市町村が被

保険者数と医療費実績に応じて共同で負担（再保険）。 
 
 
 
 
 

 

  都道府県の財政調整機能の強化と市町村国保財政の共同事業の
拡大の円滑な推進等のため、平成24年度から、都道府県調整交付
金を給付費等の７％から９％に引き上げる。    

 ※ これに伴い、定率国庫負担を３４％から３２％とする。 
 

 ※ 都道府県調整交付金は、地域の実情に応じて、都道府県内の市町村間の
医療費水準や所得水準の不均衡の調整や地域の特別事情への対応のため
に交付。  

 
 
 （１）、（２）  平成27年4月1日 
 （３）      平成24年4月1日 
 

（１） 財政基盤強化策の恒久化 

（２） 財政運営の都道府県単位化の推進 

（３） 財政調整機能の強化 

    国保財政のイメージ 

医療給付費等総額：約１１兆１，０００億円 
（２４年度予算案） 

公費５０％ 

（９％） 

（ ３４％ →３２％） 

2兆4,000億円 

7,000億円 

3兆2,000億円 

調整交付金（国） 

定率国庫負担 

保険料 

都道府県調整交付金 
（７％ →９％） 

7,000億円 

保険料５０％ 
 

財政基盤強化策※ 
（暫定措置→恒久化） 

保険料軽減制度 
4,000億円 

前
期
高
齢
者
交
付
金 

3兆 
4,000 
億円 

（法定外一般会計繰入 4,000億円） 

※財政基盤強化策には、恒久化する上記の公費2,000億円のほか、 
 財政安定化支援のため地財措置（1,000億円）がある。 施行期日 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．制度関係の主要事項について 



Ⅰ 社会保障と税の一体改革 

① 財政基盤の強化と都道府県単位化の推進について 

② 国民健康保険法の改正等（24年通常国会） 

③ 短時間労働者への健康保険・厚生年金の適用について 

④ 高額療養費の見直し 
 

Ⅱ その他の制度改正等 

① 高額療養費制度（外来現物給付化）の見直し（24年4月～） 

② 扶養控除の見直しに伴う調整控除の創設について（24年4月～） 

③ 住民基本台帳法改正に伴う外国人に対する国保・後期高齢者医療の適用につい

て（24年７月～） 

④ 東日本大震災に係る平成24年３月以降の医療保険制度の減免措置等の取扱い 

⑤ 決算行政監視委員会（23年12月） 

⑥ 社会保障・税に関わる番号制度の検討状況について 
 

Ⅲ 市町村国保の現状 

 



  
Ⅰ 社会保障と税の一体改革 

 

① 財政基盤の強化と都道府県単位化の推進について 



市町村国保の構造問題への対応 
 

１．低所得者の保険料に対する財政支援の強化   
 

 （１）保険基盤安定制度の拡充（応益割保険料の軽減対象世帯の拡大） 
   ○ 低所得者に対する保険料軽減の対象世帯を拡大する。【税制抜本改革時】 
 

  （２）保険者支援制度の拡充 
   ○ 暫定措置を恒久化する。 【平成27年度】 
 

   ○ 保険料の軽減対象者数に応じた保険者への財政支援について、拡充を行う。  【税制抜本改革時】 
     

２. 財政運営の都道府県単位化の推進 
       ○ 暫定措置を恒久化する。【平成27年度】 
    ※ 恒久化する対象は、高額医療費共同事業及び保険財政共同安定化事業 
      ※ 80万円以上の医療費には、国・都道府県が4分の1ずつ公費負担 
 

   ○ 市町村国保の都道府県単位の共同事業（保険財政共同安定化事業）について、事業対象をすべての医療費に拡大する。 
【平成27年度】 

 

３．財政調整機能の強化 
   ○ 都道府県の調整機能の強化と市町村国保財政の共同事業の拡大の円滑な推進等のため、都道府県調整交付金を給付

費等の７％から９％に引き上げる。【平成24年度】 
      ※ これに伴い、定率国庫負担を給付費等の32％とする。 
 

   ○ 都道府県調整交付金の財政調整機能を明確化する。【平成24年度】 
 

４．その他 
    財政安定化支援事業について、財政基盤の強化や財政運営の都道府県単位化を踏まえ、所要の見直しを行う。  

【税制抜本改革時】 
 

 

  ※ 高額医療費共同事業の国庫負担のあり方については、社会保障・税一体改革による財政基盤の強化の状況を 踏まえ、検
討する。 



保険料額 

７割 
軽減 

５割 ２割 
応益分（約５０％） 

応能分（約５０％） 

収入 

１．低所得者の保険料に対する財政支援の強化 
 （１）保険基盤安定制度の拡充（応益割保険料の軽減対象世帯の拡大） 

 ○ 低所得者に対する保険料軽減の対象世帯を拡大する。 【税制抜本改革時】 
  《具体的な内容（案）》 
   ① ２割軽減の拡大 … 軽減対象となる所得基準額を引き上げる。 
       （現行）     基準額 33万円＋35万円×被保険者数  （給与収入 約223万円、3人世帯）      
              （改正後）   基準額 33万円＋45万円×被保険者数 （給与収入 約266万円、3人世帯） 
 

   ② ５割軽減の拡大 … 現在、二人世帯以上が対象であるが、単身世帯についても対象とするとともに、軽減対象となる所
得基準額を引き上げる。 

       （現行）     基準額 33万円＋24.5万円 × （被保険者数－世帯主）  （給与収入 約147万円、3人世帯）     
            （改正後）    基準額  33万円＋24.5万円  ×   被保険者数                  （給与収入 約178万円、3人世帯） 
   

７割 
軽減 

５割 ２割 
応益分（約５０％） 

応能分（約５０％） 

（現行） （改正後） 

対象者を拡大 

98万円 147万円 223万円 ※ 給与収入、三人世帯の場合 
266万円 178万円 



収入 

１．低所得者の保険料に対する財政支援の強化 
 （２） 保険者支援制度の拡充 

 ○ 暫定措置を恒久化する。【平成27年度】 
  

  ○ 保険料の軽減対象者数に応じた保険者への財政支援について、拡充を行う。 【税制抜本改革時】 
  《具体的な内容（案）》 
  ① 現在、財政支援の対象となっていない２割軽減対象者についても、財政支援の対象とするとともに、軽減対象の  拡大に

応じ、財政支援の対象を拡大する。 
  ② 現行の７割軽減・５割軽減の対象者数に応じた財政支援の補助率を引き上げる。 
  ③ 財政支援額の算定基準を平均保険料収納額の一定割合から、平均保険料算定額の一定割合に改める。 
    ※ 収納額 ＝ 算定額 － 法定軽減額 － 未納額 
 
 

      【現行】   軽減対象者１人当たりの支援額 ＝ 平均保険料収納額の12％（7割軽減）、6％（5割軽減）  
        【改正後】 軽減対象者１人当たりの支援額 ＝ 平均保険料算定額の15％（7割軽減）、14％（5割軽減）、13％（2割軽減） 

（現行） （改正後） 
（注１） 現行の保険者支援制度は、平成22年度から平成25年度までの暫定措置。 
（注２） 現在の保険者支援制度は、7割軽減、5割軽減の対象者数に応じ、それぞれ当該市町村の平均保険料収納額の12％、6％に相

当する額を補助している。 

保険料額 

７割 
軽減 

５割 ２割 
応益分（約５０％） 

応能分（約５０％） 

15% 14% 13% 

７割 
軽減 

５割 
応益分（約５０％） 

応能分（約５０％） 

保険者 
支援制度 

保険者 
支援制度 

12% 6% 

２割 

低所得者が多い保険者の
財政基盤を強化 

低所得者が多い保険者の
財政基盤を更に強化 



  ○ 暫定措置を恒久化する。【平成27年度】 
    ※ 恒久化する対象は、高額医療費共同事業及び保険財政共同安定化事業 
      ※ 80万円以上の医療費には、国・都道府県が4分の1ずつ公費負担 
 
 ○ 市町村国保の都道府県単位の共同事業（保険財政共同安定化事業）について、事業対象をすべての医療

費に拡大する。 【平成27年度】 
    ※ 拠出割合は、医療費実績割50、被保険者割50とするが、都道府県が、市町村の意見を聴いて変更可

能。 
 

２．財政運営の都道府県単位化の推進 

 

保険財政共同安定化事業(※1) 

 
レセプト一件30万円超の医療費に関する共同

事業（※３） 

【現行】 【改正後】 

保険財政共同安定化事業（※１） 
 

   すべての医療費に関する共同事業（※４） 

拠出割合は、医療費実績割50、被保険者割
50とするが、都道府県が、市町村の意見を聴

いて、広域化等支援方針（任意）に定めること
により、変更可能。 

※１ いずれも、現在は、平成22年度から平成25年度までの暫定措置   ※２ 医療費のうち80万円を超える額を対象としている。 
※３ 30万円を超えるレセプトのうち、8万円（自己負担相当分）を控除した額を対象としている。※４ 自己負担相当額等を除く。 
※５  市町村の拠出金に対して国及び都道府県が1/4ずつ負担している。 
 

  都道府県が、市町村の意見を聴い
て、広域化等支援方針（任意）に定め
ることにより、①対象医療費の拡大や
②拠出割合の変更が可能 

高額医療費共同事業 (※1) 
レセプト一件80万円超の医療費に関する共同事業（※

２） 

高額医療費共同事業 (※1) 
レセプト一件80万円超の医療費に関する共同事業（※

２） 

都道府県単位の共同事業 都道府県単位の共同事業の拡大 
高額医療費
に対する 
公費投入 
（※5） 



都道府県単位の共同事業の仕組み 

都道府県単位の共同事業 

（事務：国民健康保険団体連合会） 

○ 都道府県内の市町村国保の医療費について、市町村国保の拠出により負担を共有する事業。 
 
○ これにより、都道府県内の市町村国保の財政の安定化（毎年の医療費の変動による財政への影響の緩和）及び 
   保険料の平準化（医療費の差による保険料の相違の緩和）が図られる。 
 
※   以下イメージ図で見ると、共同事業の実施により、市町村間の格差が最大１００ → ５０ に縮小する。  

※ 医療給付費の実績 （３年平均）と 被保険者数に応じて拠出 

A市 C村 B町 

100 

150 

50 

75 

50 
25 

実際の医療給付費 
（１人当たり） 

医
療
給
付
費
実
績
割 

被
保
険
者
割 

A市 C村 

50 

25 

50 

50 

100 

75 

拠出金 
（１人当たり） 

B町 

75 

50 

125 

被
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険
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割 
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実
績
割 

医
療
給
付
費 

実
績
割 

被
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険
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100 
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○ 都道府県の調整機能の強化と市町村国保財政の共同事業の拡大の円滑な推進等のため、都道府県調整
交付金を給付費等の７％から９％に引き上げる。【平成24年度】 

 ※ これに伴い、定率国庫負担を給付費等の32％とする。 
 

 ※ 都道府県調整交付金は、地域の実情に応じて、都道府県内の市町村間の医療費水準や所得水準の不均衡の調整や地域
の特別事情に対応するために交付されている。  

 

○ 都道府県調整交付金の財政調整機能を明確化する。【平成24年度】 
 ※ 都道府県調整交付金ガイドラインを見直して、地域の実情に応じて、財政調整機能を発揮することを原則とする。 

保 

険 

料 

都道府県調整交付金
（７％） 

【現行】 【改正後】 

財政調整交付金
（９％） 

定率負担 
（３４％） 

３． 財政調整機能の強化 

保 

険 

料 

都道府県調整交付金
（９％） 

財政調整交付金
（９％） 

定率負担 
（３２％）  

＋２％ 

※  都道府県・調整交付金の２％増分の額は、 
  平成24年度ベースで1,526億円 



 
 

○ 財政安定化支援事業について、財政基盤の強化や財政運営の都道府県単位化を踏まえ、所要の見直し
を行う。【税制抜本改革時】 

地方財政措置 
（暫定措置） 
1,000億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

保
険
料 

市町村国保特別会計 市町村一般会計 

４．その他 
  財政安定化支援事業（地方財政措置）の見直し 

「標準的な保険者」の場合 

都道府県負担 

 
 
 
 

「標準的な保険者」に比べ 

③高齢者（６０～７４歳）の割合 
 が高いことによる給付費の増 

②病床数が多いことによる 
 給付費の増 

①所得水準が低いことによる 
 保険料の減 

② 

① 

 
 
 
 
 
 
 

③ 国庫負担 

法定外繰入れ 
３,６００億円※ 

※  決算補填等の目的の額 

市町村国保財政の安定化、保険料

（税）負担の平準化等に資するため、 
ア．保険料負担能力、 

イ．過剰病床、 
ウ．年齢構成差 

を勘案して算定された対象経費相

当額を地方財政措置 

【現行】 

【改正後】 
財政基盤の強化や財政運営の都

道府県単位化を踏まえ、所要の見

直しを行う。 



市町村国保の財政基盤強化策の財政影響 

  
2015年度 

１．保険基盤安定制度の拡充（応益割保険料の軽減対象世帯の拡大）  

 ① ２割軽減対象世帯の拡大 200 

  ② ５割軽減対象世帯の拡大（単身世帯への適用等） 300 

２．保険者支援制度の拡充 

 ③ 保険者支援制度の拡充（平均保険料算定額の15%、14%、13%） 1,700 

 合 計 2,200 

（注） 被保険者１人当たりの追加公費の額（平成27年度推計値）  0.6万円   
 
   （参考） １人当たり保険料（平成27年度推計値） 10.3万円（社会保障・税一体改革（現状投影シナリオ）を前提） 

（参考） 



 ② 国民健康保険法の改正等（24年通常国会） 

 



国民健康保険法の一部を改正する法律案の概要 

１．法案の概要 

（１） 財政基盤強化策の恒久化 
   平成22年度から平成25年度までの暫定措置である市町村国保の財政基盤強化策（保険者支援制度及び都道府県  
  単位の共同事業（高額医療費共同事業及び保険財政共同安定化事業））を恒久化する。 
      
     ※ 保険者支援制度 
       → 保険料軽減の対象となる低所得者数に応じて、保険者に対して財政支援する制度（国、都道府県、市町村が２：１：１で負担）       
     ※ 都道府県単位の共同事業 
      ① 高額医療費共同事業： 
       → 一定額以上（一件80万円超）の高額医療費について、都道府県内の全市町村が拠出し、各市町村の単年度の負担の変動を  緩和する事

業（国・都道府県が事業対象の１/４ずつ公費負担）   
      ② 保険財政共同安定化事業： 
       → 一定額以上（一件30万円超）の医療費について、都道府県内の全市町村の拠出により共同で負担（再保険等）する事業 
  

（２） 財政運営の都道府県単位化の推進 
 

     市町村国保の都道府県単位の共同事業（保険財政共同安定化事業）について、事業対象を全ての医療費に拡大 
      する。 
 

（３） 都道府県調整交付金の割合の引上げ 
 

       都道府県の財政調整機能の強化と市町村国保財政の共同事業の拡大の円滑な推進等のため、都道府県調整 
      交付金を給付費等の７％から９％に引き上げる。 
     ※ これに伴い、定率国庫負担を給付費等の32％とする。 
 

（４） その他 
    恒久化までの間、財政基盤強化策（暫定措置）を１年間（平成26年度まで）延長する等、所要の措置を講ずる。 

（１）及び（２）について  平成27年4月1日 
（３）及び（４）について  平成24年4月1日 

２．施行期日 

 ○ 国民健康保険制度の安定的な運営を確保するため、国民健康保険の財政基盤強化策を恒久化する 
  とともに、財政運営の都道府県単位化の推進、都道府県調整交付金の割合の引上げ等の所要の措置を 
  講ずる。 



１４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

保険者支援制度 

高額医療費 
共同事業 

保険財政共同 
安定化事業 

前々回の暫定措置 
（４年間） 

前回の暫定措置 
（４年間） 

現在の暫定措置 
（４年間） 

25年度 
まで 

昭和63年度に創設 

平成18年度に創設 

平成15年度に創設 

財政基盤強化策の恒久化 

○  平成22年度から平成25年度までの暫定措置である財政基盤強化策（保険者支援制度及び 

  都道府県単位の共同事業（高額医療費共同事業及び保険財政共同安定化事業））を恒久化する。                                             
【平成27年度】 

    ※ 保険者支援制度 
       → 保険料軽減の対象となる低所得者数に応じて、保険者に対して財政支援する制度 
         （国、都道府県、市町村が２：１：１で負担） 
 

    ※ 都道府県単位の共同事業 
     ① 高額医療費共同事業： 
       → 一定額以上（一件80万円超）の高額医療費について、都道府県内の全市町村が拠出し、各市町村の単年度の 負担の変

動を緩和する事業（国・都道府県が事業対象の１/４ずつ公費負担） 

     ②保険財政共同安定化事業： 
       → 一定額以上（一件30万円超）の医療費について、都道府県内の全市町村が共同で負担（再保険等）する事業 

※ 上記のほか、市町村の一般会計から国保特別会計への繰入について、1,000億円の地方財政措置（財政安定化支援事業）が

講じられているが、社会保障・税一体改革による財政基盤の強化及び財政運営の都道府県単位化を踏まえ、所要の見直しを行
う。  

【参考】 



 ③ 短時間労働者への健康保険・厚生年金 
      の適用について 

 



就業構造の変化 

 国民年金制度が発足した昭和３０年代と現在を比べると、産業構造や就業構造は大きく変化している。 

自営業主

自営業主

家族従業者

家族従業者

役員

役員

一般常用雇用者

一般常用雇用者

臨時雇用

臨時雇用

日雇い

日雇い

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１９年

昭和３４年

農林漁業

農林漁業

鉱業

鉱業

建設業

建設業

製造業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道

電気・ガス・熱供給・水道

運輸・通信

運輸・通信

卸売・小売・飲食店

卸売・小売・飲食店

金融・保険・不動産

金融・保険・不動産

その他サービス業

その他

サービス業

公務その他

公務その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１９年

昭和３４年

産業別有業者割合の変化 

第１次産業は大きく減少
し、第３次産業が全体の
約７割を占めるに至って
いる 

従業上の地位別有業者割合の
変化 

自営業者と家族従業者は
大きく減少し、雇用者が
増大している 

臨時雇用も増大している 

（注）臨時雇用：１ヶ月以上１年以内の雇
用契約で雇われている者 

資料出所：総務省「就業構造基本調査」 

社会保障審議会 短時間労働者への社会保険適用等に関する特別部会 第１回  



【国民年金の第３号被保険者】 【厚生年金の被保険者】 
【国民年金の第１号被保険者】 

４分の３未満である ４分の３以上である 

  １日又は１週間の所定労働時間、１カ月の所定労働日数がそれぞれ当該事業所 

  において同種の業務に従事する通常の就労者のおおむね４分の３以上であるか   

  被用者年金制度の被保険者の 

  配偶者であるか 

年間収入が１３０万円以上（※）と見
込まれるか 

配偶者である 配偶者ではない 

１３０万円未満である １３０万円以上である 

※ここでいう「収入」には給与の他、資産所得等、継続して入る収入が含まれる（資産所得、事業所得等経費を 
  要するものについては必要経費控除後）。 

（国民年金の第２号被保険者） 

短時間労働者への健康保険・厚生年金の適用について 

【健康保険の被保険者】 【国民健康保険の被保険者】 【健康保険の被扶養配偶者】 

社会保障審議会 短時間労働者への社会保険適用等に関する特別部会 第１回  
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・農林水産業者

・自営業者

・被用者

・その他

・無職

・不明

・農林水産業者

・自営業者

・被用者

・その他

・無職

・不明

（資料）厚生労働省保険局「国民健康保険実態調査」 
（注１）擬制世帯を含む。 
（注２）平成20年度以降は後期高齢者医療制度創設に伴い、無職の世帯割合が減少していることに留意が必要。 

○ 自営業・農林水産業は、昭和40年代には約６割であったが、近年１５％程度で推移。 
○ 年金生活者等無職者の割合が大幅に増加するとともに、被用者は約２割から約３割に増加。 

社会保障審議会 短時間労働者への社会保険適用等に関する特別部会 第２回  
市町村国保の世帯主の職業別構成割合の推移 
１．論点に関する補足説明資料 



３．医療・介護等② 

 （保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化、
低所得者対策） 
                           （略） 

（２）短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大 
 

 ○ ４．Ⅱ（６）の短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大に併せ、被用者保険の適用拡大を実
施する。 

 

 ☆ 被用者保険の適用対象となる者の具体的範囲、短時間労働者が多く就業する企業への影響に
対する配慮等の具体的制度設計について、適用拡大が労働者に与える影響や雇用への影響にも
留意しつつ、実施時期も含め検討する。平成24 年通常国会への法案提出に向けて、関係者の意
見を聴きながら検討する。 

社会保障・税一体改革素案（短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大）  

平成２４年１月６日 政府・与党社会保障改革本部決定 

４．年金 
                           （略） 

（６）短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大 
 ○ 働き方に中立的な制度を目指し、かつ、現在国民年金に加入している非正規雇用者の将来の

年金権を確立するため、厚生年金適用事業所で使用される短時間労働者について、厚生年金の
適用を拡大する。 

   ３．（２）の被用者保険への適用拡大と併せて実施する。 
                           （略） 
 ☆ 第３号被保険者制度の見直し、配偶者控除の見直しとともに、引き続き総合的な検討を行う。 



 ④ 高額療養費の見直し 

 

 



３．医療・介護等② 

 （保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化、

低所得者対策） 
 
                           （略） 

（３）長期高額医療の高額療養費の見直しと給付の重点化の検討 
 
 ○ 高額療養費については、制度の持続可能性の観点から、高額療養費を保険者が共同で支え合

う仕組みや給付の重点化を通じて、高額療養費の改善に必要な財源と方策を検討する必要があ
る。 

 
 ○ 他方、こうした抜本的な見直しまでの間も、高額な医療費の負担を少しでも改善することが必要

である。このため、平成24 年4 月からの外来現物給付化に引き続き、まずは年間での負担上限等
を設けることについて、所要の財源を確保した上で、導入することを目指す。その際、年収300 万
円以下程度の所得が低い方に特に配慮する。 

社会保障・税一体改革素案（高額療養費の見直しと給付の重点化の検討）  

平成２４年１月６日 政府・与党社会保障改革本部決定 



  Ⅱ その他の制度改正等 



  

○ 高額な薬剤費等がかかる患者の負担を軽減するため、従来の入院診療に加え、外来診療についても、同一医療機関
での同一月の窓口負担が自己負担限度額を超える場合は、患者が高額療養費を事後に申請して受給する手続きに代えて、
保険者から医療機関に支給することで、窓口での支払いを自己負担限度額までにとどめる取扱い（現物給付化）を導入す
る（平成２４年４月施行予定）。 

① 被保険者等ら保険者に対して、限度額適用認定証の交付を申請。（入院の場合と同様の取扱い） 
② 保険者から被保険者に対して、世帯の所得区分に応じた限度額適用認定証を交付。（個人単位） 
③ 被保険者は医療機関の窓口で限度額適用認定証を提示。医療機関はその被保険者等の自己負担額を個人 
 単位で集計し、限度額を超える一部負担金等の徴収は行わない。 
 ※ １％加算分については、自己負担が限度額を超えた後も毎回自己負担が発生する。 
④ 医療機関はレセプト請求時に併せて高額療養費分を保険者に請求。 

被保険者  

医療機関※（外来） 
※調剤薬局、歯科、訪問看護ス

テーションを含む 

保険者 

③限度額適用認定証を提示し、自己
負担限度額の範囲（約８万円）で支
払い 

④高額療養費の請求 
（レセプトの提出と併せて） 

⑤高額療養費（約７万円）の
支給 

①限度額適用認定証を申請 

②限度額適用認定証を交付 

医療費５０万円（３割負担）、一般所得者（７０歳未満）の場合 

（参考）外来の現物給付化の対象と 
  なるレセプトの割合（医科） 
  → ７０歳未満：約０．３％ 
     ７０歳以上：約０．１％ 

現物給付化の基本的な仕組み 

① 外来診療の現物給付化への対応について 



住民税額を基礎とする方式（住民税方式） 

２．国民健康保険料における調整控除の創設 （平成２４年度） 

１．所得を基礎とする方式（ 旧ただし書方式）への一本化 （平成２５年度） 

総所得 
金額等 

基礎控除 
(33万円) 

保険料率 × 所得割 
保険料額 ＝ 

総所得 
金額等 

基礎控除
(３３万円) 

所得控除 住民税率 調整控除 保険料率 × × 所得割 
保険料額 ＝ 

３．一部負担金おける調整控除の創設 （平成２４年度） 

総所得金額等 
基礎控除 
(３３万円) 

所得控除 
① １６歳未満の被保険者の人数×３３万円を控除 
② １６歳以上１９歳未満の被保険者の人数×１２万円を控除 

調整控除 

所得割額算定方式別に国民健康保険法施行令に定める額
を控除 

１．国民健康保険の所得割保険料について、住民税額を基礎とする方式（住民税方式）を廃止し、所得を基礎とする方式  
（旧ただし書方式）に一本化する。（平成２５年度） 
 

２．住民税額を基礎とする方式を採用する市町村において、扶養控除の見直しにより所得割保険料が増額しないようにするため、 
調整控除（３３万円）を創設する。（平成２４年度） 

 

３．その他所要の措置（一部負担金に係る調整控除の創設等）を講じる。 

② 扶養控除廃止に伴う調整控除の創設について 
 



 (1) 住所地の考え方 
  ・ 国民健康保険及び後期高齢者医療では、「市町村又は特別区の区域内に住所を有する者」を被保険者としている。 
  ・ 住所地の判断については、住民基本台帳が市町村住民の居住関係を公証するものであることを踏まえ、住民基本台帳に記

載された住所を当該者の住所であると推定しつつ、必要に応じて居住事実の調査等も行い認定することとしている。  
 

  (2) 外国人の住所地 
   外国人については、住民基本台帳制度の適用を受けないため、外国人登録法に基づく登録を受け、かつ、出入国管理及び

難民認定法に基づく在留資格をもって日本に滞在する外国人であって、 
   ① １年以上の在留期間を決定されたもの 
   ② １年未満の在留期間を決定されたもののうち、客観的な資料等により、１年以上滞在すると認められるものを被保険者と

している。 

１．現状 

 

(1) 趣旨 
 日本に入国・在留する外国人が年々増加していること等を背景に、外国人住民への基礎的行政サービスを提供する基盤を確
立し、外国人住民の利便の増進及び市町村等の行政の合理化を進めることが必要 

 

(2) 改正内容等 
   外国人登録制度を廃止し、適法に３月を超えて在留する等の外国人であって住所を有する者は、住民基本台帳法の適用対
象とする。【平成２４年７月９日施行】    

  

  (1) 見直しの内容 
   外国人についても、住所を公証する住民基本台帳が適用されることを踏まえ、以下の者を被保険者とする。  
   ①住民基本台帳法の適用を受ける外国人（※）  
     （※）中長期在留者（３月を超える在留期間を有する）、特別永住者、仮滞在許可者、一時庇護許可者、経過滞在者  
    ②３月以下の在留期間であるため住民基本台帳法の適用を受けないもののうち、客観的な資料等により３月を超えて滞在す

ると認められるもの 
 

 (2) 施行日  平成２４年７月９日（平成２４年１月２０日省令・告示改正を公布） 

２．住民基本台帳法改正の趣旨 

３．国民健康保険及び後期高齢者医療における対応 

③ 住民基本台帳法改正に伴う外国人に対する国保・後期高齢者医療の適用について 
 



○ 住宅が全半壊等した方、主たる生計維持者が死亡・行方不明等した方、原発の事故に伴う政府の避難指示等の 
 対象となっている方等（以下「住宅が全半壊等した方等」という。）について、一部負担金を免除。（平成２４年２月末ま 
 で予算及び特別調整交付金により財政支援） 
○ 住宅が全半壊等した方等について、保険料を減免。 （平成２４年３月納期分まで予算及び特別調整交付金により 
 財政支援）  

○ 原発事故に伴う警戒区域等の住民の方は、放射能の影響等により、被災状態が長期にわたり継続  
 すると見込まれる。 
○ 市町村国保は、主に自営業者や無所得者が被保険者であり、収入等が被災前の状況に回復するに 
 は時間を要することが予想される。 
○ 保険料は、前年所得に基づき決定されるが、２４年夏頃まで保険者が前年所得を把握できない。 

現在の措置 

○ 福島原発事故に伴う警戒区域等の住民の方については、２４年度予算及び特別調整交付金により保険者への財 
 政支援を行うことで、一部負担金と保険料の減免措置を１年延長。  
○ 福島原発事故に伴う警戒区域等以外についても、国保・後期高齢者医療制度の特別調整交付金による保険者へ 
 の財政支援を行うことで、一部負担金と保険料の減免措置を半年程度延長。 

警戒区域等 左記以外の地域 

一部負担金 平成２５年２月末まで 
平成２４年９月末まで（※） 

保険料（税） 平成２５年３月末まで 

平成24年３月以降 

（※）特別調整交付金で一定の配慮 

＜国による財政支援＞ 

（※）入院時食事療養費等の自己負担は、仮設住宅の整備等が進み避難所が閉鎖されてきていることから、平成24年３月 
   以降の延長は行わない。（全保険者） 

④ 東日本大震災に係る平成２４年３月以降の医療保険制度の減免措置等の取扱い 
（国民健康保険・後期高齢者医療制度） 



衆議院決算行政監視委員会小委員会は、「医療費レセプト（請求書）審査事務」について、事業仕分けを実施。 
 

 23年11月   9日  小委員会懇談会 
 23年11月16日  決算行政監視小委員会（評価結果：①廃止 1名 ②実施は自治体・民間で判断 1名 ③来年度の予算の 
                                            縮減または組替、見直し 1名 ④組織・制度の改編 11名） 

 23年12月   8日  決算行政監視委員会 （以下に決議） 
 

＜今後の対応方針＞ 
 決議については、審査事務の一層の効率化を図るとともに、決議の趣旨を踏まえ、保険者である市町村に混乱
を来さないようにしつつ、検討。 
 

 ・「統合と競争に関する財政影響試算」については、試算に当たっての前提条件（統合による査定率や事務コストなど）を再度精査する。 
 ・「統合に向けた検討」については、「審査支払機関の在り方に関する検討会」で検討してきたが、再度整理し、速やかに検討を行う。 

衆決委百七十九第六号 平成二十三年十二月八日 
 

 行政監視に基づく事業の見直しに関する決議 
 

 財政運営の健全化は積年の課題であり、また震災復興に取り組むためにも国の総予算の見直しが求められている。本委員会は、予算の計上及び執行の適正について徹底した検証を行うた
めに行政監視に関する小委員会を設置し、去る十一月十六日及び十七日に同小委員会において、革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラの構築、医療費レセプト審査事務、公
務員宿舎建設・維持管理等に必要な経費並びに原子力関連予算の独立行政法人及び公益法人への支出について、有識者の意見を求めつつ集中的に討議をして評価を行ったところ、次の事
項について改善を求めるべきとの結論に至った。 
 政府は、この結論を重く受け止め、来年度以降の予算編成及び執行に十分に反映させるなど速やかに対応するよう求める。また、これらの反映状況につき講じた措置について、本委員会に対
し六箇月以内に報告するよう求める。 
 なお、今回の討議に際し、政府の資料の作成、資料の提出に十分でないものがあり、改善を求める。今後も各テーマとその関連する施策について、行政監視を行っていく。 
 

（ 略 ） 
 

二 医療費レセプト審査事務 
 社会保険診療報酬支払基金と国民健康保険団体連合会のレセプト審査事務については、政府の検討会の中間まとめにおいて、競争原理による質の向上とコスト削減が重要との指摘もなされ
ている。しかし、今回の討論を通じて合理的な根拠が示されなかった。競争による改善が期待できないのであれば、審査の効率化を図り、医療費を削減するため、保険者たる市町村に混乱を来
さないようにしつつ、統合に向けた検討を速やかに進めるべきである。その際、既存の統合コスト試算を抜本的に見直し、統合による長期的なコスト削減効果を明確に示すべきである。 
 また、電子レセプトの更なる活用やレセプト審査に係る民間参入の環境整備について検討するとともに、労災診療費のレセプト審査事務の支払基金等への委託についても検討を進めるべきで
ある。 
 

（ 略 ） 
 

 右決議する 

⑤ 決算行政監視委員会（事業仕分け） 



⑥ 社会保障・税に関わる番号制度の 
 

検討状況について 

 



  

 番号制度の導入時期については、制度設計や法案の成立時期に

より変わり得るものであるが、以下を目途とする。 

 Ｈ23年秋以降 可能な限り早期に番号法案及び関係法案の国
会提出 

 法案成立後、可能な限り早期に第三者機関を設置 

 Ｈ26年6月 個人に「番号」、法人等に「法人番号」を交付 
 Ｈ27年1月以降 社会保障分野、税務分野のうち可能な範囲で「番

号」の利用開始 
 Ｈ30年を目途に利用範囲の拡大を含めた番号法の見直しを引き続

き検討 

 
 
 

 
 税務署に提出される法定調書のうち、名寄せが困難なもの

については活用に限界 
 より正確な所得・資産の把握に基づく柔軟できめ細やかな

社会保障制度・税額控除制度の導入が難しい 
 長期間にわたって個人を特定する必要がある制度の適正

な運営が難しい（年金記録の管理等） 
 医療保険などにおいて関係機関同士の連携が非効率 
 養子縁組による氏名変更を濫用された場合に個人の特定

が難しい                              等 

 
 

 継続的な健診情報・予防接種履歴の確認 
 乳幼児健診履歴等の継続的把握による児童虐待等の

早期発見 
 難病等の医学研究等において、継続的で正しいデータ

の蓄積が可能となる 
 地域がん登録等における患者の予後の追跡が容易と

なる 
 介護保険被保険者が市町村を異動した際、異動元で

の認定状況、介護情報の閲覧が可能となる 
 各種行政手続における診断書添付の省略 
 年金手帳、医療保険証、介護保険証等の機能の一元

化 

 
 

 
 少子高齢化（高齢者の増加と労働力人口の減少） 
 格差拡大への不安 
 情報通信技術の進歩 
 制度・運営の効率性、透明性の向上への要請 
 負担や給付の公平性確保への要請 

 
 

 
 

理念 

背景 

番 号 導 入 

課題 
複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報である
ということの確認を行うための基盤がないため、 

 番号を用いて所得等の情報の把握とその社会保障や税へ
の活用を効率的に実施 

 真に手を差し伸べるべき人に対しての社会保障の充実 
 負担・分担の公正性、各種行政事務の効率化が実現 
 ＩＴ化を通じ効率的かつ安全に情報連携を行える仕組みを

国・地方で連携協力しながら整備し、国民生活を支える社会
的基盤を構築 

 ＩＴを活用した国民の利便性の更なる向上も期待 

効果 

 
 より公平・公正な社会の実現 
 社会保障がきめ細やかかつ的確に行われる社会の実現 
 行政に過誤や無駄のない社会の実現 
 国民にとって利便性の高い社会の実現 
 国民の権利を守り、国民が自己情報をコントロールできる社会

の実現 

将来 

現在 
２．番号制度で何ができるのか １.番号制度導入の趣旨 
 
 

 「総合合算制度（仮称）」の導入 
 高額医療・高額介護合算制度の現物給付化 
 給付過誤や給付漏れ、二重給付等の防止 

（１）よりきめ細やかな社会保障給付の実現 

（２）所得把握の精度の向上等の実現 

 
 

 災害時要援護者リストの作成及び更新 
 災害時の本人確認 
 医療情報の活用 
 生活再建への効果的な支援 

 
 
 

 各種社会保険料の支払や、サービスを受けた際に支
払った費用（医療保険・介護保険等の費用、保育料等）
の確認 

 制度改正等のお知らせ 
 確定申告等を行う際に参考となる情報の確認 

 
 

 所得証明書や住民票の添付省略 
 医療機関における保険資格の確認 
 法定調書の提出に係る事業者負担の軽減 

（３）災害時における活用 

（４）自己の情報や必要なお知らせ等の情報を 
  自宅のパソコン等から入手できる 

（５）事務・手続の簡素化、負担軽減 

（６）医療・介護等のサービスの質の向上等 

３.番号制度に必要な３つの仕組み 
付番 新たに国民一人ひとりに、唯一無二の、民-民-官で利用

可能な、見える「番号」を最新の住所情報と関連づけて付番す
る仕組み 

情報連携 複数の機関において、それぞれの機関ごとに「番
号」やそれ以外の番号を付して管理している同一人の情報を紐
付し、紐付けられた情報を活用する仕組み 

本人確認 個人や法人が「番号」を利用する際、利用者が「番
号」の持ち主であることを証明するための本人確認（公的個人
認証サービス等）の仕組み 

システム上の安全措置 

•「番号」に係る個人情報の分散
管理 

•「番号」を用いない情報連携 

•個人情報及び通信の暗号化 

•アクセス制御       等 

 

 

国家管理（一元管理）への懸念 
名寄せ・突合により集積・集約された個人情報の漏えい等

の危険性への懸念 
不正利用による財産その他の被害発生への懸念 

 
制度上の保護措置 

• 第三者機関の監視 
• 法令上の規制等措置（目
的外利用の制限、閲覧・複
写の制限、告知要求の制限、
守秘義務等） 

• 罰則強化     等 

住民基本台帳ネットワークシステム最高裁合憲判決（最判平
成20年3月6日）を踏まえた制度設計 

 

４.安心できる番号制度の構築 

５.今後のスケジュール 

H23.6.30政府・与党社会保障改革検討本部決定 



○番号法の構成（イメージ） 

Ⅰ 基本理念 

Ⅱ 個人に付番する「番号」 

 「番号」の付番、変更、失効 

Ⅲ 「番号」を告知、利用する手続 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

• 国民年金及び厚生年金保険、確定給付年金及び確定拠出年金、共済

年金、恩給等の被保険者資格に係る届出、給付の受給及び保険料に関

する手続 

• 健康保険（国家公務員共済組合法及び地方公務員等共済組合法に関

する短期給付を含む）及び国民健康保険法等の被保険者資格に係る届

出、保険料に関する手続 
• 母子保健法、児童福祉法等による医療の給付の申請、障害者自立支援

法による自立支援給付の申請に関する手続 

• 介護保険の被保険者資格に係る届出、保険給付の受給、保険料に関す

る手続 

 

• 児童扶養手当、特別児童扶養手当、特別障害給付金等の支給申請に

関する手続 
• 生活保護の申請や各種届出に関する手続 

• 母子寡婦福祉資金貸付、生活福祉資金貸付の申請に関する手続 

 

• 社会保障及び地方税の分野の手続のうち条例に定めるもの 

• 災害等の異常事態発生時の金融機関による預金等の払戻し等に係る利

用 

• 雇用保険の被保険者資格に関する届出、失業等給付の受給、公共職業

安定所への求職申込、労災保険給付の支給に関する手続 

• 国税又は地方税に関する法令若しくは地方税に関する法令に基づく条例

の規定により税務署長等又は地方公共団体に提出する書類への記載及

びこれに係る利用 
• 国税又は地方税に関する法令若しくは地方税に関する法令に基づく条例

の規定に基づき、税務職員等又は地方公共団体の職員等が適正かつ公

平な国税又は地方税の賦課及び徴収のために行う事務に係る利用 

○情報の機微性に応じた特段の措置 

 医療分野等における個人情報保護法の特別法を整備 

  （医療分野等の特に機微性の高い医療情報等の取扱い 

   に関し、個人情報保護法又は番号法の特別法として、 

   特段の措置を定める法制を番号法と併せて整備。） 

年金分野 

医療分野 

介護保険分野 

福祉分野 

税務分野 

労働保険分野 

その他 

ⅩⅢ 法人等に対する付番 

 付番、変更、通知 

 検索及び閲覧（法人等基本３情報（商号又は名称、本店

又は主たる事務所の所在地、会社法人等番号）に係る検

索、閲覧サービスの提供） 

 「法人番号」の適切な利用に資する各種措置 

 法人等付番機関（国税庁） 

ⅩⅡ 罰則 

 行政機関、地方公共団体又は関係機関の職員等を主体
とするもの 

 行政機関の職員等以外も主体となり得るもの 

 委員会の委員長等に対する守秘義務違反 

ⅩⅠ 第三者機関 

 設置等（内閣総理大臣の下に委員会を置く） 

 権限、機能（調査、助言、指導等） 

Ⅹ マイ・ポータルへのログイン等に必要なＩＣカード  

 交付 

 公的個人認証サービスの改良 

Ⅸ 自己情報の管理に資するマイ・ポータル 

 設置、機能、運営機関（情報連携基盤の運営機関と同一の機関
とする） 

 

Ⅷ 情報連携 

 「番号」に係る個人情報の提供等（情報連携基盤を通じて情報の
提供が行われること。） 

 情報連携の範囲 

 住基ネットの基本４情報（住所、氏名、生年月日、性別）との同期
化 

 情報連携基盤の運営機関 

Ⅶ 「番号」を生成する機関 

 組織形態（地方共同法人） 

 市町村への「番号」の通知 

 情報保有機関との関係（情報保有機関は番号生成機関に対し、
基本４情報（住所、氏名、生年月日、性別）の提供を求めることが
できること。） 

Ⅵ 「番号」に係る個人情報の保護及び適切な利用に 

 資する各種措置 

 「番号」の告知義務、告知要求の制限、虚偽告知の禁止 

 閲覧、複製及び保管等の制限 

 委託、再委託等に関する規制 

 守秘義務、安全管理措置義務 

 「番号」に係る個人情報へのアクセス及びアクセス記録の確認 

 代理の取扱い 

 情報保護評価の実施 

Ⅴ 「番号」に係る本人確認等の在り方 

 本人確認及び「番号」の真正性確保措置 

 「番号」のみで本人確認を行うことの禁止 

Ⅳ 「番号」に係る個人情報 
 番号 
 左記Ⅲに掲げる手続のために保有される個人情報 
 



  社会保障･税番号制度の法律事項に関する概要の要点   
 
 
○番号制度は内閣府が所管し、その法律の通称は、「マイナ 
 ンバー法」とする。 
○個人番号の通知等及び番号カードの所管は総務省、法人 
 番号の通知等は国税庁 
○情報連携基盤は内閣府と総務省の共管 

 
 
１ 総則 
○国民の利便性の向上及び行政運営の効率化を図り、国民 
 が安心して暮らすことのできる社会の実現に寄与すること 
 を目的とする。 
○個人番号は次のことを基本理念として取り扱う。 
 ・個人の権利利益が保護されるものであること 
 ・社会保障制度及び税制における給付と負担の適切な関 
 係が維持されるものであること 
 ・行政における申請、届出その他の手続等の合理化が 図 
 られること 
 ・自己に関する個人情報の簡易な確認の方法が得られる 
 等国民生活の充実に資するべきものであること 
        

２ 個人番号 
○市町村長は、個人番号を定め、書面により通知 
○市町村長は、個人番号の生成に係る処理を地方公共 
 団体情報処理機構（仮称）に要求 
○一定の要件に該当した場合のみ、個人番号は変更可能 
○個人番号の利用範囲をマイナンバー法に明記。地方公共 
  団体の独自利用や災害時の金融機関での利用も可能 
○本法に規定する場合を除き、他人に個人番号の提供又 
 は告知を求めることは禁止 
○本人から個人番号の告知を受ける場合、番号カードの 
 提示を受ける等の本人確認を行う必要 
 

３ 番号個人情報の保護等 
（１） 番号個人情報の保護 
○マイナンバー法の規定によるものを除き、番号個人情報 
  の収集・保管、番号個人情報ファイルの作成を禁止 
○個人番号取扱者の許諾のない再委託は禁止 
○番号情報保護委員会は情報保護評価指針を作成･公表 
○行政機関の長等は、情報保護評価を実施し、情報保護評 
 価報告書を作成・公表 

（２） 情報連携  
○番号個人情報の提供は原則禁止。情報連携基盤を使用して行う 
  場合など、マイナンバー法の規定によるもののみ可能 
○同一内容の情報が記載された書面の提出を複数の番号 
 関係手続において重ねて求めることがないよう、相互に連 
 携して情報の共有及びその適切な活用に努める 
○情報連携基盤の所管大臣は、情報提供者及び情報照会 
 者へ本人の個人番号を特定することができる符号を通知 
○情報連携基盤を使用して番号個人情報の提供を求められ 
 た場合、当該番号個人情報の提供義務あり  
○情報提供の記録は情報連携基盤に保存 

（３） 個人情報保護法等の特例 
○情報連携基盤上の情報提供の記録について、マイ・ポー  
 タル又はその他の方法により開示 
○任意代理人による番号個人情報の開示請求等が可能 
○本人同意があっても番号個人情報の第三者への目的外 
 提供は禁止 
○地方公共団体等における必要な措置 
   
４ 番号情報保護委員会 
○内閣府設置法第４９条第３項の規定に基づく、いわゆる 
 三条委員会として設置 
○所掌事務 
 ・番号個人情報の取扱いに関する監視又は監督 
 ・情報保護評価に関すること  など 
○組織・任期等 
 ・委員長及び最大６人の委員をもって組織。任期は５年。 
 ・委員長及び委員は、両議院の同意を得て、内閣総理大臣 
  が任命。 
 ・委員は、個人情報の保護に関する学識経験者、情報処 
   理技術に関する学識経験者、社会保障制度や税制に関 
   する学識経験者、民間企業の実務経験を有する者、地方 
  公共団体の全国的連合組織の推薦する者等で構成。 
 ・委員長、委員、職員等の守秘義務、給与、政治活動の禁 
  止等を規定 
 ・委員会は指導、助言、勧告、命令、報告及び立入検査 
   の実施権限、委員会規則の制定権あり 
 ・委員会は内閣総理大臣に意見を述べることができる 
 ・委員会は毎年国会に処理状況を報告、概要を公表 
   
５ 法人番号 
○国税庁長官は法人番号を指定、通知。法人等の名称、所 
 在地等と併せて法人番号を公表。ただし、人格のない社団 
 等の所在地等の公表は予め同意のあるものに限る。 
○行政機関の長等は、番号法人情報の授受の際、法人番 
 号を通知して行う。 

Ⅰ．名称、所管 

Ⅱ．制度の内容    

６ 雑則 
○番号カード 
 ・市町村長は、当該市町村が備える住民基本台帳に記 
  録されている者に対し、その者の申請により、番号カード 
  を交付 
 ・市町村長その他の市町村の執行機関は、条例で定める 
  ところにより、番号カードを利用可能。 
○事務の区分 
 ・個人番号の通知、変更等の市町村長が処理する事務 
  の区分は法定受託事務。 
 
７ 罰則 
   以下のような行為に対する罰則を設ける。 
○個人番号を取り扱う行政機関の職員や事業者等が正当 
  な理由なく番号個人情報等を含むファイルを提供したと 
   き 
○個人番号を取り扱う行政機関の職員や事業者等が業務 
   に関して知り得た番号個人情報等を正当な理由なく提供 
   又は盗用したとき 
○情報連携事務に従事する者等が情報連携事務に関して 
    知り得た電子計算機処理等の秘密を漏らしたとき 
○行政機関の職員等が不当な目的で個人番号が記録され 
    た文書、図画又は電磁的記録を収集したとき 
○人を欺き、暴行を加え、脅迫する行為により、又は財物 
   の窃取、施設への侵入、不正アクセス行為その他の行 
   為により個人番号等を取得したとき 
○偽りその他不正の手段により、番号カードの交付を受け 
   たとき 
○番号情報保護委員会の職員等が職務上知り得た秘密を 
   漏らしたとき 
○番号情報保護委員会による検査を拒むなどしたとき 
○番号情報保護委員会の命令に違反したとき 
 
８ その他 
○マイナンバー法の施行後５年を目途として、本法の施行 状況等 
      を勘案し、本法の規定について検討を加え、その結果に応じて 
      利用範囲の拡大を含めた所要の見直しを行う 
 
 
 
○準備行為等に係る規定・・・公布日 
○番号情報保護委員会に係る規定・・・平成25年1月～6月 
○個人番号、法人番号、番号カードに係る規定 
               ・・・公布日から３年を超えない範囲 
○情報連携に係る規定・・・公布日から４年を超えない範囲 

Ⅲ．制度の施行期日    

平成23年12月16日 
社会保障・税に関わる番号制度に 

関する実務検討会決定 



医療等の分野の機微性の高い個人情報について特段の措置等を検討 

総合運用テスト 

2015年 2012年 2013年 2014年 （H23） 
（H24） （H25） （H26） （H27） 

制度構築 

  

基本設計 
  

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
案
提
出 

国民対話 

与野党協議 

システム構築 

順次、マイナンバーの利用開始 
 
【27年1月から利用する手続のイメージ】 
○社会保障分野 
 ・年金に関する相談・照会 
○税分野 
 ・申告書・法定調書等への記載 
○防災分野 
 ・要援護者リストへのマイナンバー記載 
  ※ただし、事前に条例の手当てが必要 

システム要件定義 実証事業 

詳細設計 プログラム設計、単体テスト 

社会保障・税番号制度の導入に向けたロードマップ 

法案 
成立 

政省令 

情報保護評価ガイドライン作成 （情報保護評価ＳＷＧ） 

☆『マイナンバー法案』を24年通常国会に提出 
１．番号交付：市町村長が個人にマイナンバーを通知、国税庁長官が法人等に法人番号を指定。 
２．利用範囲：「税＋社会保障＋防災の各分野」から開始。  
         医療等の分野については、まずは医療保険者における手続で利用。 
３．情報連携：番号個人情報の提供は原則禁止。番号個人情報の授受は法律に規定したものに限り可能。 
４．個人情報保護：三条委員会型の第三者機関を内閣府に設置、罰則の強化等により抑止力を向上。 

☆その他各府省の関連法令の改正が必要。 
 関係法律の改正を『マイナンバー法整備法案』として国会に提出 
 ・住民基本台帳法 
 ・電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律 
 ・商業登記法 
 ・内閣府設置法 
 ・総務省設置法 
 ・財務省設置法  などが想定される。 

2011年 
 H23.12 

地方公共団
体等と調整 

第
三
者
機
関
設
置  

番
号
制
度
の
法
律
事
項
に
関
す
る
概
要 

委員国会同意 

2016年 
（H28） 

特
別
法
案
提
出 

法案 
成立 

政省令 

番号 
通知 

工程管理支援業務 

 
 

      
情報連携基盤の運用開始 
マイ・ポータルの運用開始 

 
28年1月より、国の 
機関間の連携から 
開始し、28年7月を 
目途に地方公共団 
体との連携について 
も開始。 

 

４７都道府県リレーシンポジウム 

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
整
備
法
案
出 

情報保護評価の実施・承認等 

委員国会同意 委員国会同意 

番号制度の国民広報 

政
府

･

与
党
社
会
保
障
改
革
本
部

 

「
番
号
制
度
の
法
律
事
項
に
関
す
る
概
要
」 

情報連携基盤等の監査 

委員会規則 

番号カードの交付 

ｾﾝﾀｰ・ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｾﾝﾀｰ構築 

平成23年12月16日 
社会保障・税に関わる番号制度に 

関する実務検討会決定 



Ⅲ 市町村国保の現状について 



①年齢構成が高く、医療費水準が高い 
 ・65～74歳の割合：国保（３１．４％）、健保組合（２．６％）  
 ・一人あたり医療費：国保（２９．０万円）、健保組合（１３．３万円） 
 

②所得水準が低い 
 ・加入者一人当たり平均所得：国保（９１万円）、健保組合（１９５万円（推計））  
 ・無所得世帯割合：２２．８％ 
 

③保険料負担が重い 
 ・加入者一人当たり保険料／加入者一人当たり所得 
  市町村国保（９．１％）、健保組合（４．６％） 
  ※健保は本人負担分のみの推計値 
 

④保険料（税）の収納率低下 
 ・収納率：平成１１年度 ９１．４％ → 平成２２年度 ８８．６％    
 ・最高収納率：９４．２２％（島根県）  ・最低収納率：８３．９０％（東京都） 
 

⑤一般会計繰入・繰上充用 
 ・市町村による法定外繰入額：約４,０００億円   うち決算補てん等の目的 ：約３,６００億円 
 ・繰上充用額：約１,８００億円  
  ※  繰上充用…一会計年度経過後に至って歳入が歳出に不足するときは翌年度の歳入を繰り上げてこれに充てること。 
 

⑥財政運営が不安定になるリスクの高い小規模保険者の存在 
 ・１７２３保険者中３０００人未満の小規模保険者 ４１７ （全体の１／４） 
 

⑦市町村間の格差 
 ・一人あたり医療費の都道府県内格差  最大：２．７倍（東京都）  最小：１．２倍（滋賀県） 
 ・一人あたり所得の都道府県内格差     最大：６．５倍（秋田県）  最小：１．３倍（富山県） 
 ・一人当たり保険料の都道府県内格差  最大：２．８倍（東京都）  最小：１．３倍（富山県） 
 

市町村国保の抱える構造的な問題 



各保険者の比較 
 

(※1) 加入者一人当たり医療費について、協会けんぽ及び組合健保については速報値である。また共済組合は審査支払機関における審査分の医療費（療養費等を含まない）である。 
(※2) 総所得金額等（収入総額から必要経費や給与所得控除、公的年金等控除を差し引いたもの）を指す。 
     市町村国保及び後期高齢者医療制度においては、「総所得金額及び山林所得金額」に「雑所得の繰越控除額」と「分離譲渡所得金額」をくわえたもの。市町村国保は「国民健康保険実態調査」、後   
    期は「後期高齢者医療制度被保険者実態調査」による。 
      協会けんぽ、組合健保、共済組合については「加入者一人あたり保険料の賦課対象となる額」（標準報酬総額を加入者数で割ったもの）から給与所得控除に相当する額を除いた参考値である。 
(※3) 被保険者一人あたりの金額を表す。 
(※4)  加入者一人当たり保険料額は、市町村国保・後期高齢者医療制度は現年分保険料調定額、被用者保険は決算における保険料額を基に推計。保険料額に介護分は含まない。   
(※5) 保険料負担率は、加入者一人当たり平均保険料を加入者一人当たり平均所得で除した額。 
(※6) 平成22年度予算における22年6月までの協会けんぽの国庫補助率は、後期高齢者支援金に係る分を除き、１３．０％。     
(※7) 介護納付金及び特定健診・特定保健指導、保険料軽減分等に対する負担金・補助金は含まれていない。 

  市町村国保    協会けんぽ    組合健保    共済組合   後期高齢者医療制度   

保険者数   
（平成22年3月末）  

1,723 1 1,473 83 47 

加入者数   
（平成22年3月末）   

３,５６６万人  
（2,033万世帯）   

３,４８３万人  
被保険者1,952万人  
被扶養者1,531万人   

２,９９５万人  
被保険者1,572万人  
被扶養者1,423万人   

９１２万人  
被保険者447万人  
被扶養者465万人  

１,３８９万人  

加入者平均年齢  
(平成21年度)  

４９．５歳  ３６．２歳  ３３．９歳  ３３．４歳  ８１．９歳  

65～74歳の割合  
３１．２％ 

（平成21年度）  
４．８％ 

（平成21年度）  
２．６％ 

（平成21年度） 
１．６％ 

（平成21年度） 
３．２％ 

（平成21年報） 

加入者一人当たり医療費
(平成21年度)（※1）  

２９．０万円  １５．２万円   １３．３万円   １３．５万円  ８８．２万円  

加入者一人当たり  
平均所得（※2)  

(平成21年度) 

９１万円  １３９万円  １９５万円  ２３６万円  ８０万円  
一世帯あたり  一世帯あたり（※3）  一世帯当たり（※3）  一世帯当たり（※3）  （平成22年度）  

１５８万円  ２４５万円  ３７０万円   ４７９万円     

加入者一人当たり  
平均保険料  

(平成21年度)(※4) 
<事業主負担込>  

８．３万円  ８．６万円 <17.1万円> ９．０万円 <20.0万円> １１．０万円<22.0万円> 

６．３万円   一世帯あたり  被保険者一人あたり  被保険者一人あたり  被保険者一人あたり  

１４．７万円  15.2万円 <30.3万円>  16.9万円 <37.6万円>  22.4万円 <44.8万円>  

保険料負担率(※5) ９．１％ ６．２％ ４．６％ ４．７％ ７．９％ 

公費負担  
（定率分のみ）  

給付費等の５０％  
給付費等の１６．４％

(※6)   

財政窮迫組合に対する 
定額補助 

なし  
給付費等の約５０％  

公費負担額(※7)   

(平成24年度予算案ﾍﾞｰｽ) 
３兆４,４５９億円  １兆１,８２２ 億円   １６億円   

 ６兆１,７７４億円   



市町村国保の被保険者（75歳未満）の年齢構成の推移 

（資料）厚生労働省保険局「国民健康保険実態調査」 

被保険者数全体に占める、65歳から74歳までの割合が次第に増加し、平成２１年度には31.4％となっている。 

22.8% 18.0% 15.2% 13.7% 12.3% 
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22.1% 25.9% 27.3% 31.4% 
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18.2 20.5 
24.6 26.7 27.0 

22.2 22.8 

23.1 19.7 
20.2 
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23.3 23.9 

24.7 23.3 

24.3 

25.2 23.6 
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平成２年度

（1990年度）

平成７年度

（1995年度）

平成１２年度

（2000年度）

平成1７年度

（2005年度）

平成１９年度

（2007年度）

平成20年度

（2008年度）

平成21年度

（2009年度）

所得なし 0円以上100万円未満 100万円以上200万円未満 200万円以上500万円未満 500万円以上

世帯の所得階層別割合の推移 

（注１）国民健康保険実態調査報告による。 
（注２）擬制世帯主、所得不詳は除いて集計している。 
（注３）平成20年度以降は後期高齢者医療制度創設され、対象世帯が異なっていることに留意が必要。 
（注４）ここでいう所得とは「旧ただし書き方式」により算定された所得総額（基礎控除前）である。 
 

平成21年度において、加入世帯の22.8％が所得なし、23.9％が0円以上100万円未満世帯であり、低所得世帯の割合が
次第に増加している。 

※「所得なし」世帯の収入は、給与収入世帯で65万円以下、年金収入世帯で120万円以下。 



市町村国保の保険料（税）の収納率（現年度分）の推移 

（出所） 国民健康保険事業年報（保険局調査課）、国民健康保険事業実施状況報告書（保険局国民健康保険課）  
（注１） 収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。（小数点第2位未満四捨五入） 
（注２） 平成12年度以降の調定額等は、介護納付金を含んでいる。 

平成22年度の保険料（税）の収納率は、88.60％に上昇したが、依然として90％を下回っている。 
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(％) 

収納率ベスト５ 収納率ワースト５ 

１ 島根県 94.22％ １ 東京都 83.90％ 

２ 富山県 94.07％ ２ 千葉県 85.97％ 

３ 愛媛県 92.50％ ３ 栃木県 86.01％ 

４ 佐賀県 92.44％ ４ 宮城県 86.44％ 

５ 滋賀県 92.42％ ５ 埼玉県 86.61％ 







都道府県内における1人当たり所得の格差（平成21年度） 

（注１）厚生労働省保険局「平成22年度国民健康保険実態調査」（保険者票）における平成21年所得である。 
（注２）ここでいう「所得」とは、旧ただし書所得（総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と 
   区分して計算される所得の金額から基礎控除を除いた金額）である。 

１人当たり所得の全国平均  ６３．８万円  

(万円) (万円） (万円） (万円）
北海道 54.1 斜里町 175.5 赤平市 30.0 5.9 滋賀 59.0 栗東市 87.3 甲良町 40.5 2.2
青森 43.5 三沢市 70.6 鶴田町 30.2 2.3 京都 53.5 長岡京市 67.5 与謝野町 38.7 1.7
岩手 44.6 藤沢町 59.1 遠野市 35.5 1.7 大阪 53.7 箕面市 81.4 泉南市 39.1 2.1
宮城 53.1 丸森町 117.2 涌谷町 38.5 3.0 兵庫 59.9 芦屋市 108.6 新温泉町 42.9 2.5
秋田 43.6 大潟村 210.7 小坂町 32.7 6.5 奈良 55.2 生駒市 78.6 御杖村 31.5 2.5
山形 50.1 山形市 58.3 小国町 35.6 1.6 和歌山 45.1 みなべ町 57.5 北山村 27.5 2.1
福島 48.5 矢吹町 79.1 昭和村 35.0 2.3 鳥取 45.0 日吉津村 56.7 八頭町 36.4 1.6
茨城 61.8 守谷市 84.0 北茨城市 40.9 2.1 島根 50.7 海士町 64.9 津和野町 37.3 1.7
栃木 65.4 宇都宮市 83.4 茂木町 47.4 1.8 岡山 52.2 浅口市 64.2 美作市 34.5 1.9
群馬 59.4 昭和村 105.6 上野村 42.8 2.5 広島 59.8 海田町 74.1 神石高原町 42.2 1.8
埼玉 73.1 和光市 93.2 皆野町 46.9 2.0 山口 52.1 田布施町 71.9 阿武町 43.9 1.6
千葉 73.6 浦安市 109.6 九十九里町 46.0 2.4 徳島 40.1 松茂町 49.9 つるぎ町 22.8 2.2
東京 93.5 港区 210.7 奥多摩町 56.5 3.7 香川 53.3 直島町 70.8 小豆島町 42.0 1.7
神奈川 87.3 伊勢原市 120.5 山北町 68.5 1.8 愛媛 47.4 松山市 57.4 松野町 24.2 2.4
新潟 52.1 津南町 60.6 阿賀町 35.7 1.7 高知 42.9 馬路村 61.2 大豊町 27.3 2.2
富山 57.8 舟橋村 64.6 氷見市 51.1 1.3 福岡 49.1 太宰府市 81.7 川崎町 21.5 3.8
石川 58.1 野々市町 68.7 中能登町 42.1 1.6 佐賀 50.8 白石町 63.1 大町町 34.6 1.8
福井 57.5 越前町 65.5 大野市 47.5 1.4 長崎 43.7 長与町 57.5 平戸市 36.2 1.6
山梨 58.4 山中湖村 93.9 丹波山村 45.6 2.1 熊本 46.4 西原村 66.0 津奈木町 25.3 2.6
長野 54.5 軽井沢町 93.5 大鹿村 35.3 2.7 大分 42.8 大分市 48.1 姫島村 24.8 1.9
岐阜 63.9 白川村 118.5 富加町 51.3 2.3 宮崎 44.4 延岡市 55.3 五ヶ瀬町 31.9 1.7
静岡 71.7 長泉町 84.9 南伊豆町 48.7 1.7 鹿児島 40.6 日置市 55.6 伊仙町 15.1 3.7
愛知 78.3 一色町 122.6 豊根村 54.2 2.3 沖縄 36.2 嘉手納町 69.8 多良間村 16.6 4.2
三重 62.4 朝日町 86.6 御浜町 41.4 2.1

平均所得（万円）
最高 最低

格差平均所得（万円）
最高 最低

格差
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１人当たり保険料（税）調定額

各都道府県の

平均保険料（税）

各保険者の

保険料（税）

（※）平成２１年度 国民健康保険事業年報を基に作成 

保険料（税）調定額の県内・県間格差 

（万円） 
格差 順位

北 海 道 猿払村 133,682 上川町 53,376 2.5倍 83,673 20

青 森 県 東通村 95,572 鶴田町 52,792 1.8倍 77,828 33

岩 手 県 矢巾町 86,281 岩泉町 48,396 1.8倍 73,023 41

宮 城 県 富谷町 109,641 七ヶ宿町 49,825 2.2倍 84,600 16

秋 田 県 大潟村 123,405 鹿角市 51,975 2.4倍 76,233 38

山 形 県 南陽市 97,974 西川町 61,382 1.6倍 80,966 26

福 島 県 泉崎村 94,338 只見町 45,856 2.1倍 79,475 28

茨 城 県 境町 106,118 東海村 56,938 1.9倍 87,182 11

栃 木 県 西方町 112,838 那珂川町 65,193 1.7倍 93,965 1

群 馬 県 太田市 106,562 上野村 56,533 1.9倍 92,109 2

埼 玉 県 所沢市 106,630 小鹿野町 58,472 1.8倍 89,939 5

千 葉 県 富津市 102,443 成田市 71,838 1.4倍 88,281 8

東 京 都 千代田区 113,554 三宅村 40,506 2.8倍 81,379 25

神 奈 川 県 箱根町 106,427 座間市 79,249 1.3倍 87,550 9

新 潟 県 粟島浦村 100,320 津南町 54,584 1.8倍 77,019 35

富 山 県 黒部市 98,896 立山町 74,768 1.3倍 83,681 19

石 川 県 野々市町 102,023 川北町 74,054 1.4倍 89,484 6

福 井 県 あわら市 88,849 池田町 55,069 1.6倍 76,255 37

山 梨 県 鳴沢村 106,501 小菅村 60,460 1.8倍 85,312 15

長 野 県 山形村 100,507 大鹿村 39,113 2.6倍 78,131 32

岐 阜 県 美濃加茂市 102,235 飛騨市 63,559 1.6倍 86,374 12

静 岡 県 浜松市 102,169 川根本町 57,545 1.8倍 90,442 4

愛 知 県 高浜市 106,092 豊根村 47,057 2.3倍 91,211 3

三 重 県 桑名市 106,654 御浜町 57,497 1.9倍 88,860 7

滋 賀 県 栗東市 109,290 甲良町 66,059 1.7倍 87,347 10

京 都 府 精華町 95,852 伊根町 47,585 2.0倍 78,588 30

大 阪 府 大阪狭山市 102,520 田尻町 74,472 1.4倍 83,393 21

兵 庫 県 南あわじ市 95,098 新温泉町 55,458 1.7倍 83,125 23

奈 良 県 平群町 109,756 下北山村 46,187 2.4倍 85,968 13

和 歌 山 県 有田川町 88,594 古座川町 45,353 2.0倍 78,321 31

鳥 取 県 北栄町 80,369 岩美町 58,100 1.4倍 72,107 43

島 根 県 斐川町 94,911 邑南町 52,969 1.8倍 74,081 39

岡 山 県 笠岡市 93,193 美咲町 56,022 1.7倍 84,545 17

広 島 県 坂町 91,979 世羅町 62,461 1.5倍 82,570 24

山 口 県 防府市 94,500 阿武町 58,662 1.6倍 85,915 14

徳 島 県 徳島市 95,569 那賀町 58,634 1.6倍 79,343 29

香 川 県 多度津町 107,347 綾川町 65,965 1.6倍 83,157 22

愛 媛 県 四国中央市 88,649 西予市 54,669 1.6倍 73,764 40

高 知 県 高知市 82,119 三原村 42,018 2.0倍 72,714 42

福 岡 県 新宮町 91,587 添田町 53,708 1.7倍 76,427 36

佐 賀 県 基山町 101,124 玄海町 66,471 1.5倍 84,026 18

長 崎 県 大村市 85,583 小値賀町 51,084 1.7倍 71,631 44

熊 本 県 あさぎり町 92,636 天草市 56,132 1.7倍 77,133 34

大 分 県 臼杵市 92,565 姫島村 53,102 1.7倍 79,626 27

宮 崎 県 川南町 94,989 日之影町 55,128 1.7倍 71,033 45

鹿 児 島 県 南種子町 85,188 伊仙町 36,076 2.4倍 69,714 46

沖 縄 県 北谷町 67,000 伊平屋村 30,907 2.2倍 54,034 47

（注）1 保険料（税）調定額には介護納付金分を含んでいない。

      2 被保険者数は3～2月の年度平均を用いて計算している。

保険者別１人当たり保険料（税）調定額 都道府県別１人当たり
保険料（税）調定額最　大 最　小

都道府県別１人当たり保険料（税）調定額の格差の状況（平成21年度）



財政安定化支援事業 

５０％ ５０％ 

○普通調整交付金（７％） 
 市町村間の財政力の不均衡

等（医療費、所得水準）を調整
するために交付。 

○特別調整交付金（２％） 
 画一的な測定方法によって、

措置できない特別の事情（災
害等）を考慮して交付。 

調整交付金（国） 
９％ ※２ 

３２％  （←３４％ ）※２ 

２３，９００億円 

７，４００億円 

調整交付金 

定率国庫負担 

公費負担額 

国 計 ：      ３２，６００億円 

都道府県計： １０，９００億円 

市町村計：    １，３００億円 

※市町村への地方財政措置：１，０００億円 

○ 高額な医療費（１件８０万円超）の発生
による国保財政の急激な影響の緩和を
図るため、各市町村国保からの拠出金
を財源として、都道府県単位で費用負
担を調整し国及び都道府県は市町村の
拠出金に対して1/4 ずつ負担。 

  事業規模：２，９６０億円 

高額医療費共同事業※１ 

医療給付費等総額：約１１１，０００億円 

保険料 

（３１，７００億円） 

○  低所得者の保険料軽減分を公費で 
  支援。 
   事業規模：４，２４０億円 
       （都道府県 3/4、市町村 1/4） 
  

○  低所得者数に応じ、保険料額の一   

    定割合を公費で支援。                   
   事業規模：９９０億円 
 （国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4） 

都道府県調整交付金 

９％  （←７％） ※2 

６，８００億円 

  保険財政共同   
安定化事業 ○  市町村国保間の保険料の平準化、財 

政の安定化を図るため、平成18年10月
から１件３０万円超の医療費について、
各市町村国保からの拠出金を財源とし
て、都道府県単位で費用負担を調整。 

保険財政共同安定化事業※１ 

            ※１   平成２２年度から平成２５年度までの暫定措置 
            ※２   それぞれ給付費等の９％、３２％、９％の割合を基本とするが、定率国庫負担等のうち一定額について、財政調整機能を強化する観点から国の調整交付金に振りかえる等の 
                     法律上の措置がある。 
            ※３      平成２２年度決算における決算補填等の目的の額 

（２４年度 予算案ベース） 

前期高齢者交付金 

○国保・被用者保険の６５歳か
ら７４歳の前期高齢者の偏在
による保険者間の負担の不
均衡を、各保険者の加入者数
に応じて調整。 

 

前期高齢者 
交付金 

 
３３，５００億円 

国保財政の現状 

保険料軽減制度 

保険者支援制度※１ 

保険者支援制度 

保険料軽減制度 

高額医療費共同事業 

法定外一般会計繰入 

約３，６００億円※３ 



保険料額 

７割軽減 
５割 

２割 

応益分（約５０％） 

応能分（約５０％） 

所得 
４，２４０億円（２４年度予算案） 

保険者支援制度及び保険料軽減制度の概要 

○保険料軽減制度 
  保険料軽減（応益分の７割、５割、２割）の対象となった被保険者の保険料のうち、軽減相当額を公費で財政支援。 
  
  ※ 対象者（平成２２年度実績）            ７割軽減 770万人（22.8％） 、 ５割軽減 230万人（ 6.8％） 、 ２割軽減 372万人（11.0％） 

   対象者の収入（３人世帯、給与収入の場合）        98万円以下            147万円以下                         223万円以下 
   （注）対象者のうち、７割軽減には６割軽減対象者を、５割軽減には４割軽減対象者を含む。 

財政支援 保険者支援制度 

９９０億円（２４年度予算案） 

当該市町村の平均 
保険料の１／２以内 

財政支援 保険料軽減制度 

（国１／２、都道府県１／４、市町村１／４） 

中間所得者層の 

保険料負担を軽減 

（都道府県３／４、市町村１／４） 

○保険者支援制度 
 

保険料軽減の対象となる低所得者数に応じて、平均保険料の一定割合を保険者に対して財政支援。 



 
 地方財政措置 

「標準的な保険者」に比べ 

③高齢者（６０～７４歳）の割合 
 が高いことによる給付費の増 

②病床数が多いことによる 
 給付費の増 

①所得水準が低いことによる 
 保険料の減 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

保
険
料 

市町村国保特別会計 市町村一般会計 

財政安定化支援事業（地方交付税措置） 

○  市町村国保財政の安定化、保険料（税）負担の平準化等に資するため、市町村一般会計から市町村国保特別会計 
      への繰入れについて地方財政措置するもの。具体的には、ア．保険料負担能力、イ．過剰病床、ウ．年齢構成差を 
      勘案して算定された対象経費に相当する額を基準財政需要額に算入。 
 

  ※ 市町村では、これ以外に、決算補填等のため、３,６００億程度の繰入れをしている。（平成２２年度） 

「標準的な保険者」の場合 

都道府県負担 

 
 
 
 

② 

①  
 
 
 
 
 
 

③ 

国庫負担 

１０００億円 

法定外繰入れ 
３６００億円※ 

※決算補填等の目的の額 

  



国の調整交付金と都道府県調整交付金の役割分担について 

１．調整交付金の概要と趣旨 
 （１）国の調整交付金（法律で給付費等の9％と規定） 
   ① 普通調整交付金： （政令で給付費等の７％と規定） 
       → 医療費や所得格差を全国レベルで調整 
      （実際の市町村別の交付額は、所得水準の低い市町村は7％以上、所得水準の高い市町村

は7％以下となる。） 
   ② 特別調整交付金：（政令で給付費等の２％と規定） 
       → 災害等による保険料減免、原爆、結核等、地域的な特殊事情による給付費増など全国レベ

ルの財政調整が望ましいもの、保健事業など施策の推進に必要な取組等に対して交付 
 

 （２）都道府県調整交付金（法律で給付費等の7％と規定） 
   ① 普通調整交付金に相当するもの（政令で1号交付金として考慮すべき事項を規定） 
       → 地域の実情に応じて、都道府県内の市町村間の医療費水準や所得水準の格差を調整 
   ② 特別調整交付金に相当するもの（政令で2号交付金として考慮すべき事項を規定）  
       → 国民健康保険事業の運営の安定化に資する事業の実施状況その他国民健康保険の財政に影

響を与える特別な事情に応じて交付 
 

      （例）広域連合による保険運営など国保運営の広域化に際しての保険料平準化を支援するもの 

普通調整交付金（７％） 

普通調整交付金相当（６％） 

国・調整交付金 

都道府県調整交付金 

特別調整交付金
（２％） 

特別調整交付金相当（１％） 

（注）都道府県調整交付金における普通調整交付金相当額と特別調整交付金相当額の割合については、「都道府県調整交付金配分ガイドライン
（平成17年6月17日保険局長通知）」に目安が示されており、各都道府県は、条例に具体的な割合を規定している。 



交
付
金 

拠
出
金 

３％ 

拠出超過額が交付金の３％を
超える場合、３％を超えた額
を県調交により補填 

【３％超過額に対する財政支援のイメージ】 

都道府県調整交付金
による支援 

100 

国民健康保険制度の財政基盤の強化について（抄） 
平成17年12月18日 

総務・財務・厚生労働3大臣合意 
 

１．高額医療費共同事業の継続、保険財政共同安定化事業（仮称）の創設 
（２） 都道府県内の市町村国保間の保険料の平準化、財政の安定化を図るた

め、一件30万円以上の医療費について、市町村国保の拠出による保険財政
共同安定化事業（仮称）を平成18年10月から実施する。その際、拠出金の持

ち出し率が一定以上の保険者については、都道府県調整交付金による支援を
都道府県に要請する。 

高額医療費共同事業の継続・保険財政共同安定化事業の創設について（抄） 
平成18年5月30日 

事務連絡 
（３）都道府県調整交付金による支援 
  ○ 高額医療費拠出金（公費負担額を除く。）及び保険財政共同安定化事業

拠出金の合算額が、高額医療費共同事業交付金及び保険財政共同安定化
事業交付金の合算額の一定の割合（３％を想定）を超える場合は、当該一
定の割合を超える額を都道府県調整交付金により支援することにより、保険
財政共同安定化事業の円滑な実施のため、一定割合を超える市町村の負
担に配慮されたいこと。 

２．保険財政共同安定化事業の拠出超過額に対する財政支援の概要 
 

 ○ 平成18年度に制度を創設した際、拠出金の持ち出し額（拠出金－交付金）が、交付金の３％を超える場合に
は、当該超過額を都道府県調整交付金により財政支援するよう、厚生労働省から都道府県に対して要請して
いる。 

 

     ※ 財政支援の対象となる拠出金超過額の計算方法 
     

     支援対象の拠出超過額 ＝   拠出超過額    －   交付金の３％ 
                        （拠出額 － 交付額）   



都道府県調整交付金（1号交付金）の交付状況（平成21年度） 
 

定率（財政調整無し） 定率・財政調整型併用 財政調整型 

36／47 6／47 5／47 

1 北海道 財政調整型 17 石川県 定率 33 岡山県 定率 

2 青森県 定率 18 福井県 定率 34 広島県 定率 

3 岩手県 定率 19 山梨県 定率 35 山口県 定率 

4 宮城県 定率 20 長野県 定率 36 徳島県 定率 

5 秋田県 定率 21 岐阜県 財政調整型 37 香川県 定率・財政調整型併用 

6 山形県 定率 22 静岡県 定率 38 愛媛県 定率 

7 福島県 定率 23 愛知県 定率 39 高知県 財政調整型 

8 茨城県 定率 24 三重県 定率 40 福岡県 定率 

9 栃木県 定率 25 滋賀県 財政調整型 41 佐賀県 定率・財政調整型併用 

10 群馬県 定率 26 京都府 定率 42 長崎県 定率 

11 埼玉県 定率 27 大阪府 定率 43 熊本県 定率・財政調整型併用 

12 千葉県 定率 28 兵庫県 財政調整型 44 大分県 定率 

13 東京都 定率・財政調整型併用 29 奈良県 定率 45 宮崎県 定率 

14 神奈川県 定率 30 和歌山県 定率 46 鹿児島県 定率 

15 新潟県 定率 31 鳥取県 定率・財政調整型併用 47 沖縄県 定率 

16 富山県 定率 32 島根県 定率・財政調整型併用 



（出所）国民健康保険事業年報（保険局調査課）、国民健康保険事業実施状況報告書（保険局国民健康保険課） 
（注１）前期高齢者交付金、後期高齢者支援金、前期高齢者納付金及び老人保健拠出金は、当年度概算額と前々年度精算額を加えたもの。  
（注２）「決算補填等のための一般会計繰入金」とは、収入の「一般会計繰入金（法定外）」のうち決算補填等を目的とした額。 
（注３）翌年度に精算される国庫負担等の額を調整。 
（注４）平成22年度は速報値である。 
（注５）決算補填等のための一般会計繰入金（Ｂ）は、平成21年度から東京都財政調整交付金分を含めた計算となっている。 

（億円） 

市町村国保の収支状況 

科     目 平成21年度  平成22年度   

単
年
度
収
入 

 保 険 料 (税)  30,495 29,851 

 国 庫 支 出 金  32,280 33,182 

 療養給付費交付金 5,859 6,027 

 前期高齢者交付金 26,690 27,131 

 都道府県支出金 8,269 8,716 

 一般会計繰入金 (法定分)  4,046 4,330 

 一般会計繰入金 (法定外)  3,601 3,979 

 共同事業交付金 14,247 14,379 

 直診勘定繰入金 1 1 

 そ の 他  507 375 

        合  計  125,993 127,971 

単
年
度
支
出 

 総 務 費  1,939 2,047 

 保 険 給 付 費  85,550 88,258 

 後期高齢者支援金 15,776 14,513 

 前期高齢者納付金 45 25 

 老人保健拠出金 778 199 

 介 護 納 付 金  5,900 6,268 

 保 健 事 業 費  897 924 

 共同事業拠出金 14,231 14,349 

 直診勘定繰出金 50 49 

 そ の 他  760 1045 

        合  計  125,927 127,677 

 単年度収支差引額（経常収支） 66 294 

  国庫支出金精算額  ▲163  ▲611  

 精算後単年度収支差引額   (A)   ▲97  ▲96  

 決算補填等のための一般会計繰入金 (B)  3,153 3,583 

 実質的な単年度収支差   （A）-（B）   ▲3,250         ▲3,900  

        

  前年度繰上充用金（支出） 1,833 1,811 



法定外一般会計繰入れ（決算補填目的等）及び前年度繰上充用に関する保険者の状況 

  
一般会計繰入（決算補填目的等） 
又は繰上充用を行っている保険者 いずれも行っていない保険者 全国 

対象保険者数 953保険者 770保険者 1723保険者 

一人あたり保険料調定額 8.4万円 8.0万円 8.3万円 

一人あたり旧ただし書所得 73.5万円 58.2万円 70.4万円 

保険料調定額 
／旧ただし書き所得 

（保険料負担率） 
11.4％ 13.7％ 11.8％ 

（注１）平成21年度 国民健康保険事業年報、国民健康保険実態調査を基に作成。 
（注２）介護に係る保険料は含んでいない。 
（注３）「旧ただし書き所得」は、総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額から基礎控除を除いた金額。 



 （出所）「国民健康保険事業年報」、「国民健康保険事業実施状況報告」   
 （注１）一般会計繰入額（法定外）は、定率負担等の法定繰入れ分を除いたものである。 
 （注２）一人あたり負担率は、一人当たり保険料（税）調定額を一人当たり旧ただし書所得で除したものである。 
 

1人当たり一般会計繰入金（法定外）の都道府県別繰入状況 

○ 一人当たり繰入金が１万円を超えるのは、埼玉、東京、神奈川、愛知、大阪、沖縄。そのうち埼玉、東京、神奈川、 
  愛知は保険料負担率が低い。 
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 （出所）国民健康保険事業年報 
 

前年度繰上充用金の状況（平成21年度） 

○   前年度繰上充用金は約1,800億円。うち大阪府内の市町村の合計が約830億円であり、全体の4割以上を占める。 

（億円） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．保険者に対する助言等について 



（１） 広域化等支援方針の策定について 
 
（２） 収納率向上に向けた取組 
 
（３） ジェネリック医薬品の使用促進について 
 
（４） 国民年金との連携について 
 
 
  



１．平成２２年の国民健康保険法の改正により、市町村国保の事業運営の都道府県単位化を進め

るための環境整備として、新たに都道府県の判断により「広域化等支援方針」の策定が可能と

なった。 
 

２．現在新たな高齢者医療制度の仕組みや市町村国保の財政運営の都道府県単位化の検討が
なされているため、当面、平成２４年度までに取り組むべきものを中心に定めるよう要請している
ところ、平成２３年９月末までに４６都道府県において策定されている。 

 

３．法律上、市町村は広域化等支援方針を尊重するよう努めることとされており、都道府県は広域
化等支援方針の実施のため、市町村に報告を求め、又は助言、勧告ができる。既に策定した都
道府県は、広域化等支援方針を活用した効果的な助言、指導を積極的に行っていただきたい。 

 

４．未策定の都道府県は、地域の実情を踏まえつつ、広域化等支援方針の策定について、あらた
めて検討いただきたい。 

 

５．なお、高医療費市町村について安定化計画を策定する指定市町村制度は廃止されたが、高医
療費市町村を含む都道府県にあっては、医療費適正化の内容を含む広域化等支援方針の策定
が、法律上の努力義務となっている。 

 

６．このため、都道府県において、医療費の地域差指数を基本として、災害等に伴う医療費増等の
特別事情を勘案した上で、高医療費市町村の判断を行う必要があるが、判断の基礎となる、「市
町村別実績給付費及び基準給付費」、「年齢階層別一人当たり給付費」を連絡したので、医療費
適正化に係る助言・指導に活用していただきたい。 

（１） 広域化等支援方針の策定について 

  



○  平成２２年の国保法改正により、市町村国保の事業運営の都道府県単位化の環境整備を進めるため、都道府県が「広
域化等支援方針」を策定することが可能に。 

広域化等支援方針の策定状況 

◎ 平成２３年９月３０日現在の広域化等支援方針策定都道府県   ４６都道府県 

Ⅰ 保険財政共同安定化事業の見直し 
Ⅰ-１．保険財政共同安定化事業（対象医療費の拡大）（４） 

埼玉県・滋賀県・奈良県・佐賀県 
 

Ⅰ-２．保険財政共同安定化事業（拠出方法の変更）（８） 
青森県・埼玉県・福井県・滋賀県・京都府・大阪府・ 
奈良県・佐賀県 

 

Ⅱ 事務の共同実施 
 Ⅱ-１．保険者事務の共同実施（１４） 

青森県・山形県・栃木県・富山県・石川県・福井県・ 
岐阜県・滋賀県・京都府・兵庫県・和歌山県・鳥取県・ 

島根県・高知県              
 

 Ⅱ-２．医療費適正化の共同実施（２４） 
青森県・山形県・福島県・茨城県・富山県・石川県・ 
福井県・長野県・岐阜県・滋賀県・京都府・大阪府・ 
兵庫県・奈良県・和歌山県・鳥取県・島根県・山口県・ 

徳島県・愛媛県・高知県・佐賀県・大分県・宮崎県    
 

 Ⅱ-３．収納対策の共同実施（１７） 
北海道・青森県・宮城県・山形県・茨城県・石川県・ 
福井県・長野県・岐阜県・滋賀県・京都府・大阪府・ 
兵庫県・奈良県・和歌山県・鳥取県・宮崎県 

 

   

    
  
  

 

Ⅱ-４．保健事業の共同実施（１５） 
青森県・山形県・福島県・茨城県・石川県・福井県・ 
岐阜県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・ 
和歌山県・山口県・福岡県 

 

Ⅲ 広域化のための財政支援等 
Ⅲ-１．都道府県調整交付金（２１） 

北海道・青森県・宮城県・秋田県・山形県・埼玉県 
富山県・福井県・山梨県・岐阜県・三重県・滋賀県・ 
京都府・大阪府・兵庫県・和歌山県・鳥取県・島根県・    
愛媛県・佐賀県・沖縄県 

  

Ⅲ-2．広域化等支援基金（１４） 
北海道・青森県・埼玉県・千葉県・福井県・岐阜県・ 
三重県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・和歌山県・ 
愛媛県・佐賀県 

 

Ⅲ-３．保険者規模別収納率目標（４６） 
策定した４６都道府県 

 

Ⅲ-４．赤字解消の目標年次（２） 
兵庫県・愛媛県 

 

Ⅲ-５．標準的な保険料算定方式（３） 
福島県・埼玉県・佐賀県 

 

Ⅲ-６．標準的な応益割合（６） 
青森県・秋田県・福島県・埼玉県・京都府・香川県  ※ 未策定の都道府県  新潟県 



  対象医療費  拠出割合  
実施時
期  

県調整交付金による対応  見直し規定  

埼玉県  
10万円超に引下げ 

（26年度から5万円超） 

実績割    ４０％  
被保険者割 ３０％  
所得割    ３０％  

24年度 拠出超過の負担軽減措置として補填   

滋賀県  20万円超に引下げ 
実績割    ５０％  
被保険者割 ３０％  
所得割    ２０％  

23年度 激変緩和策として必要な対応   

奈良県 20万円超に引下げ  
実績割    ４０％ 
被保険者割  ６０％ 

24年度 
現行条件で拠出超過保険者のうち、事業拡充
で拠出負担増となる保険者に補填 

数年の期間における事業
拡充の影響を評価し、見
直しを行う 

佐賀県  20万円超に引下げ  
実績割    ５０％  
被保険者割 ２５％  
所得割    ２５％  

23年度 拠出額超過分が一定以上の市町に対して支援   

青森県  変更なし  
実績割   ４０％  
被保険者割 ５５％  
所得割    ５％  

23年度  
拠出超過額が一定率以上にならないよう交付
金で調整 

対象医療費の拡大と実績
割の減少の方向で見直し
を検討 

福井県  変更なし  
実績割    ４５％  
被保険者割 ４５％  
所得割    １０％  

24年度  拠出超過保険者に対して負担軽減措置    

京都府  変更なし  

実績割    ４０％  
被保険者割 ４０％  
所得割    ２０％  

  

23年度 

府調整交付金と新たな無利子貸付金制度によ
り、２４年度までの激変緩和措置 
 

２３年度：拠出増加額の１／２府調整交付 
          金交付、１／２無利子貸付  
２４年度：拠出増加額の１／２無利子貸付  

対象医療費の引き下げ、
所得割の増加の方向で引
き続き検討 

大阪府  変更なし  
実績割    ２５％  
被保険者割 ５０％  
所得割    ２５％  

23年度 府調整交付金を活用して激変緩和措置 必要に応じて見直し 

保険財政共同安定化事業の見直しの状況 



  

市町村国保における１件当たり医療費階層別の医療費総額 

出所：「平成21年度 医療給付実態調査」（厚生労働省） 
※市町村国保(退職を除く）における、入院、食事・生活療養、入院外、歯科、調剤に係る医療費の総額（平成21年度実績ベース）。 
 

3兆8,900億円 （39.8％） 

5兆1,400 億円（52.7%） 

3兆8,900億円 
39.8％（30万円以上） 

5兆8,800 億円 
60.2％（30万円未満） 

4,200億円 （4.3％） 
3,200億円 （3.2％） 

レセプト１件当たり医療費階層 
（入院は食事等を含む） 

30万円以上 

20～30万円 
10～20万円 

～10万円 

9兆7,700億円   (100.0%) 
 



１．平成２２年度の国民健康保険料（税）収納率は、８８．６０％であり、平成２１年度の収
納率を０．５９％上回り、後期高齢者医療制度創設以降初めて上昇した。これは、平成
２２年度からの保険料（税）減免措置の拡大に加え、各保険者による収納対策の強化
や景気回復基調により納付し易い環境が整った影響と考えられる。 

  しかしながら、収納率は以前として９０％台を割り込んでおり、収納率向上への取組は
喫緊の課題。 

 
２．平成２３年度からは、広域化等支援方針を策定したことにより、当該都道府県の市町
村に、普通調整交付金の収納率による減額措置を適用しないこととした都道府県は、 

 ４６都道府県となった。 
 
３．都道府県において、広域的な滞納処分の実施や都道府県調整交付金を活用したイン
センティブの付与など、それぞれの地域事情に応じた効果的な対策を検討し、収納率
の向上に主導的な役割を担っていただきたい。 

 
（参考） 国による支援 
・収納率向上アドバイザーを置く都道府県国民健康保険団体連合会への補助（平成２３年度～） 
・口座振替の促進策としてマルチペイメントによる口座振替受付実施保険者への補助 

（平成２１年度～） 

（２） 収納率向上に向けた取組 

  



市町村国保の保険料（税）収納率向上に向けた取組 

１．収納対策に関する要綱等の策定状況（２３年度末現在） 

  保険者数 割合 

要綱等（収納対策緊急プラン、収納マ
ニュアル等）の策定保険者 

721 41.9% 

２．収納体制の強化（平成２２年度実績）     

  保険者数 割合 

①税の専門家の配置（嘱託等含む） 332 19.3% 

②収納対策研修の実施 824 47.9% 

③連合会に設置した収納率向上対策アドバイ
ザーの活用 

89 5.2% 

３．徴収方法の改善等の実施状況（２２年度実績）   

  保険者数 割合 

①口座振替の原則化 328 19.1% 

②マルチペイメントネットワークシステム
を利用した口座振替の推進 

24 1.4% 

③多重債務相談の実施 581 33.8% 

４．滞納処分の実施状況     

  平成２２年度 

①滞納処分
件数 

差押数（世帯） 186,790 

差押金額（億円） 732 

      保険者数 割合 

②財産調査の実施 1,561 90.8% 

③差押えの実施 1,534 89.2% 

④捜索の実施 681 39.6% 

⑤インターネット公売の活用 639 37.2% 



（参考）        収納率と口座振替実施率の相関 

○ 口座振替実施率の高い都道府県は、比較的収納率も高い傾向がある。  
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（３）ジェネリック医薬品の使用促進について 



○医療関係者の意識 
① 医療関係者全般に、品質や安定供給に不安を抱き、使

い慣れた先発医薬品に代えて、ジェネリック医薬品をあえ
て用いる必要性を十分に感じていない。 

② 薬局における品揃えの負担、ジェネリック医薬品の選択
の難しさ 

  （ある高血圧の薬は３４社がジェネリック医薬品を供給） 

  

  ジェネリック医薬品の主な特徴 

主な対応方策 

価格が安いことによる患者負担の軽減、医療保険財政の効率化 

  ○患者の意識 

 ① ジェネリック医薬品の認知度はある程度進んでいる。 

  ②  患者としては、薬代が安くなるメリットがある 一方で、 
   使い慣れた先発医薬品を後発医薬品に代えても大丈夫 
  との安心感が医療関係者から十分得られていな い。 

 ①主に医療機関、 
 薬局向け対応 
  
   

②主に患者向け対応 

・「後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム」 
 （安定供給、品質確保、情報提供等に関する信頼性向上のための国及びジェネリック企業等の具体的な取組） 

・診療報酬上の環境整備（薬局における調剤数量の割合に応じた段階的な評価、薬剤情報提供文書を活用し
た情報提供、一般名処方の推進及び処方せん様式の変更 など） 

・国立病院機構や地域の中核病院等における採用リスト等の公表 など 

・ジェネリック医薬品希望カードの配布 
・ジェネリック医薬品に切り替えた場合の差額通知 など 
 

    ① 有効成分、効能・効果、用法・用量等は先発医薬品と同じ。 
  ② 価格が安い （当初の薬価は先発医薬品の７０％）。 
  ③ 添加物等の有効成分以外の成分が異なる場合がある。 
   （苦みの軽減、使用感の改善等のため） ＊先発医薬品との同等性は承認時等で確認。その基準は欧米と同じ。 

平成２４年度までにジェネリック医薬品の数量シェア３０％達成を目標に（平成２３年９月現在２２．８％） 

後発医薬品（ジェネリック医薬品）について 



 

 

 発注から納品までに
時間がかかることがあ
る                         

等 

『平成２４年度までに、後発医薬品の数量シェアを３０％（現状から倍増）以上』という政府の目標達成に向け、患者及び医療

関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、①安定供給、②品質確保、③後発品メーカーによる情報提供、

④使用促進に係る環境整備、⑤医療保険制度上の事項に関し、国及び関係者が行うべき取組を明らかにする。 

後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム（概要） 

医療現場の声 
国 

後発品 
メーカー 

○安定供給の指導の徹底 
  ・医療関係者からの苦情の受付、メーカーの指導・指導内容の公表 等 

●納品までの時間短縮 
  ・卸への翌日までの配送100％（19年度中） ・卸に在庫がない場合、卸への即日配送 75％ （20年度中) 

●在庫の確保 
   ・社内在庫・流通在庫1か月以上 （19年度中）  ・品切れ品目ゼロ  （21年度中） 

 

①安定供給 

 

 
  
 

 一部の後発品は、溶
出性・血中濃度が先発
品と異なるのではない
か                           
              
等 

医療現場の声 

国 ○後発品の品質に関する試験検査の実施 ・ 結果の公表 
   ・注射剤等を対象に、不純物に関する試験を実施 
  ・後発品の品質に関する研究論文等を収集整理し、また、「後発医薬品相談窓口」に寄せられた品質に関する意見

等を検討の上、必要に応じ、試験検査を実施。  

後発品 
メーカー 

○一斉監視指導の拡充 ・ 結果の公表   

 ・都道府県及び国の立入検査によるGMPに基づく指導  ・検査指定品目の拡充 
  

●品質試験の実施・結果の公表 
   ・ロット毎に製品試験を実施（19年度中） 

   ・長期保存試験など、承認要件でない試験についても、未着手のものは、年度内に着手（19年度中） 

●関連文献の調査等 
 ・業界団体において、後発品の関連文献を調査・評価し、必要な対応を実施 （19年度中） 

②品質確保 



○ポスター・パンフレットによる普及啓発 

  ・医療関係者・国民向けポスター・パンフレットの作成・配布   （19年度～） 

 
 

○都道府県レベルの協議会の設置 
 ・都道府県レベルにおける使用促進策の策定・普及啓発を図るため、医療関係者、都道府県担当者等から成る協議会を設置 

●「ジェネリック医薬品Q&A」を医療機関へ配布 ・ 新聞広告  

国 

後発品メーカー 

④使用促進に係る環境整備 

 

 
・ MRの訪問がない 
・「先発メーカーに聞い
て欲しい」など情報が
先発メー カー頼み    
等                           

医療現場の声 ○添付文書の充実を指導 
  ・添付文書には、添加物、生物学的同等性試験データ、安定性試験データ、文献請求先等を記載すること 

   ・20年3月末までに改訂   →  後発品メーカ－は、自主的に、１９年１２月までに前倒し対応 

○後発品メーカーの情報提供体制の強化を指導   
 ・研究開発データ、収集した副作用情報、関係文献を整理・評価し、医療関係者へ情報を提供する体制の強化 

●医療関係者への情報提供 
 ・試験データ、副作用データについて、ホームページへの掲載等、資料請求への迅速な対応 （19年度中） 

国 

後発品 
メーカー 

③後発品メーカーによる情報提供 

これまでの取組 

○後発医薬品を含む調剤を診療報酬上評価（14年度～）  

○後発品の品質に係る情報等に加え、先発品と後発品の薬剤料の差に係る情報を患者に文書により提供し、患者の同意を得
て後発医薬品を調剤した場合に調剤報酬上評価（18年度～） 
 
○処方せん様式を再変更し、「変更不可」欄に医師の署名がない場合に変更調剤を可能に（20年度～） 

○薬局において、後発医薬品の調剤数量の割合に応じて段階的に調剤報酬上評価（22年度～） 

○厚生労働省令等において、保険薬剤師による後発医薬品に関する患者への説明義務並びに調剤に関する努力義務、保
険医による後発品の使用に関する患者への意向確認などの対応の努力義務を規定（22年度～） 

⑤医療保険制度上の事項 

○医療機関において、後発医薬品を積極的に使用する体制が整備されている場合に診療報酬上評価（22年度～） 



○目的 
   各都道府県における実情に応じ、都道府県事業として「協議会」を設置し、患者及

び医療関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、各都道府県毎の
後発医薬品の安心使用促進計画の策定と使用促進のための具体的な取組を実施
するための検討を行う。 

○実施状況 

    平成23年3月までに、47都道府県中42都道府県で委託事業を実施 

○予算額： 86,129千円（23年度） 

○事業内容（例） 

 ①後発医薬品安心使用促進協議会の設置・運営 
・ 医師、歯科医師、薬剤師、業界、消費者、保険者、行政等で構成 
・ 後発医薬品に係る現状把握、問題点、調査・検討 

 ②普及啓発用ガイドブック等の作成及び講習会等の実施 
 ③後発医薬品に関するアンケート調査の実施（医療関係者、一般県民） 
 ④地域の医療機関・薬局における後発医薬品の取扱品目リストや採用基準の作成と

その普及  
 ⑤モデル保険者による、後発医薬品に切り替えた場合の「軽減額通知」の実施 

後発医薬品の安心使用促進のための協議会について 



  ジェネリック医薬品軽減額通知の内容（呉市国保の例） 

◆「軽減額通知」の受取り経験のある
患者のうち約半数（４８．３％）の患者
が、ジェネリック医薬品に変更した、と
回答。 
 
◆一方で、「軽減額通知」の受取り経験
のある患者は、全体の10.4％に留ま
る。 

費用対効果 
（呉市の場合：平成22年度） 

 
①費用          約 37,400千円 
②費用削減効果    約111,300千円 
 

費用対効果（①－②） 約 73,900千円 

参考：中医協の検証調査結果 



ジェネリック医薬品の使用促進について 
１．現状 
  ジェネリック医薬品利用差額通知の送付 
 

   ・ 協会けんぽ  ２１年７月～ 広島支部で実施。 ２２年１月～６月に全国展開（段階的） 
   ・ 市町村国保   平成２２年度ジェネリック差額通知実施状況  
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県 
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県 

岐

阜
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静
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愛
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県 

三

重

県 

保険者
数 157 40 34 35 25 32 59 44 27 35 64 54 62 33 30 15 19 17 27 77 42 35 57 29 
実施保
険者数 29 0 1 0 0 4 38 4 0 1 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 5 0 
実施保
険者割
合 18.4% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0% 12.5% 64.4% 9.1% 0.0% 2.9% 1.6% 0.0% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 0.0% 5.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.8% 0.0% 
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保険者
数 19 26 43 41 39 28 19 21 27 23 19 24 17 20 34 60 20 21 45 18 26 43 41 164 

実施保
険者数 0 0 13 4 2 0 2 21 0 3 0 0 0 0 16 3 0 3 16 0 1 4 40 13 
実施保
険者割
合 0.0% 0.0% 30.2% 9.8% 5.1% 0.0% 10.5% 100% 0.0% 13.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 47.1% 5.0% 0.0% 14.3% 35.6% 0.0% 3.9% 9.3% 97.6% 7.9% 

・後期高齢者広域連合 平成２２年度２広域連合が実施 



２．ジェネリック医薬品の使用促進策 
 

（１）現行の補助制度 → 希望カード配布、差額通知、システム改修に係る費用を対象 
   ① 市町村国保 ・・・ 特別調整交付金 
   ② 国保組合   ・・・ 特別対策費補助金 
   ③ 国保連合会 ・・・ 国保連合会等補助金 
 

（２）差額通知の促進 
・ 平成23年度から、全ての保険者及び広域連合が実施できるようになることを目的として、 
① 国保中央会は、国保連が保険者から差額通知の作成事務を受託できるよう、システムを提供 
② 保険者が国保連に差額通知の作成事務を委託した場合の経費については、特別調整交付金等による

支援を実施 
 
 
   
 
 



後発医薬品の使用促進のための環境整備の骨子（概要） 

 具体的内容 
 
  １ 保険薬局の調剤基本料における後発医薬品調剤体制加算の見直し 
      加算の要件である後発医薬品の使用割合（数量ベース）を、従来の「20％以上」「25％以上」 
      「30％以上」から、「22％以上」「30％以上」「35％以上」に改め、評価についても軽重をつける。 
 
  ２ 薬剤情報提供文書を活用した後発医薬品に関する情報提供 
      薬局で「薬剤情報提供文書」により後発医薬品に関する情報（後発医薬品の有無、価格、 
      在庫情報）を提供した場合に、薬学管理料の中で評価を行う。 
 
   ３ 医療機関における後発医薬品を積極的に使用する体制の評価 
      従来の加算要件（採用品目数の割合20％以上）に「30％以上」の評価を加える。 
 

   ４ 一般名処方の推進及び処方せん様式の変更等 
       ・医師が処方せんを交付する場合には、一般名による処方を行うことを推進する。 
       ・現行の処方せん様式を、個々の医薬品について変更の可否を明示する様式に変更する。 
 

   ５ 後発医薬品の品質確保 
     ①医療関係者や国民向けの後発医薬品についての科学的見解を作成する。 
       ②ジェネリック医薬品品質情報検討会の検討結果の積極的な情報提供を図る。 

  （平成23年12月21日中央社会保険医療協議会総会） 



後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進のための取組 
（平成24年度予算案）   

○後発医薬品の使用促進対策費（医政局）                          １１７百万円 （１０１百万円） 
    後発医薬品に係る理解を向上させるため、関係者を構成員とする都道府県協議会において後発医薬品使用促進に係る 
   具体的な事業を検討・実施するとともに、後発医薬品の使用に積極的な医療機関における採用リストや採用基準の地域での共有化並び

に保険者が差額通知サービスを導入しやすくするための環境整備を行う。また、後発医薬品の更なる信頼性向上を図るため、安定供給体
制等を指標とした評価基準の検討や、これまでの取組に対する検証等を行う。併せて、昨年に引き続き、パンフレットの作成・配付やシンポ
ジウムの開催による普及啓発等を行う。 

 
○後発医薬品品質情報提供等推進費（医薬食品局）                     １４３百万円 （１４３百万円） 
   後発医薬品の品質の信頼性の向上を図るため、学会等での発表・研究論文や（独）医薬品医療機器総合機構の後発医薬品 
   相談窓口に寄せられた医療現場等からの後発医薬品の品質に関する意見・質問・情報等について、必要に応じて当該品目に 
   関する試験検査を実施することでその品質の確認を行い、結果を公表することにより、国民や医療現場における後発医薬品の 
   品質に対する懸念の解消を図る。 
 
○後発医薬品品質確保対策費（医薬食品局）                                            ２６百万円 （３１百万円） 
   先発医薬品と後発医薬品の同等性を確保するため、一斉監視指導において立入検査によるＧＭＰバリデーションの指導 
   及び許可製品の一斉収去・品質検査により品質を確認し、その結果を公表するとともに、メーカーの自己責任体制の確立を 
   促し、一層の品質確保を図る。 
 
○後発医薬品使用状況調査経費（保険局）                                             １３百万円 （１３百万円） 

    厚生労働省が行う後発医薬品の使用促進のための施策の効果を検証するため、保険医療機関及び保険薬局における後発医薬品の処
方・調剤に関する状況や、医師、薬剤師及び患者の後発医薬品に対する意識等の調査を行う。 

 
○診療内容及び薬剤使用状況調査費（保険局）                                                 ４百万円 （４百万円） 
   欧米諸国における後発医薬品の使用に関する医療保険制度の実態や動向等の調査研究を行う。 
 
○後発医薬品周知事業経費（保険局）                                 １７９百万円 （１７４百万円） 
   後期高齢者に対する後発医薬品の使用に関する患者から医師、薬剤師への意思表示がしやすくなるように、新規加入者に 
  対して「後発医薬品 希望カード」の配布をするとともに、後発医薬品差額通知の送付等の取組が実施されるよう施策を講じる。 
 

 計 ４．８億円（４．７億円）  ※ （ ）内金額はH23’予算額。 



（平成２４年１月６日 政府・与党社会保障改革本部決定） 

第３章 具体的改革内容（改革項目と工程） 

（９） 後発品のさらなる使用促進、医薬品の患者負担の見直し等 
 
 ○ 後発医薬品推進のロードマップを作成し、診療報酬上の評価、患者への 
  情報提供、処方せん様式の変更、医療関係者の信頼性向上のための品質  
  確保等、総合的な使用促進を図る。また、イノベーションの観点にも配慮し 
  つつ、後発医薬品のある先発医薬品の薬価を引き下げる。 
 
 ○ 医薬品の患者負担の見直しについては、「社会保障・税一体改革成案」 
  に「医薬品に対する患者負担を、市販医薬品の価格水準も考慮して見直 
  す」とあることを踏まえ、検討する。 

社会保障・税一体改革素案（抜粋） 

３. 医療・介護②（保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフ 
  ティネット機能の強化・給付の重点化、低所得者対策） 



（４）国民年金との連携について 
○平成23年2月から、日本年金機構と市町村との間で覚書を締結することにより、すべての市町村
で実施可能となった。   

 

○ 平成23年12月からねんきんネットの覚書を締結することで、情報提供の範囲が拡大し、職権喪
失要件の緩和及び退職被保険者の適用への利用を可能とした。 

日
本
年
金
機
構 

市
町
村
国
保 

情報提供 

１．市町村の国民年金担当部局で利
用しているねんきんネットシステム
を、国保担当部局で利用できるよう
にする。 

    ①国民年金被保険者原簿情報 
  ②国民年金第２号被保険者喪失情報 
  ⑥国民年金第２号被保険者情報 
  ⑦国民年金第３号被保険者情報 
 業務協力 

①国民年金未加入者への届出勧奨 
②国民年金未納者への納付勧奨 
③その他（国民年金保険料の口座振替の勧奨等） 
④ねんきんネットの普及促進 

覚書の締結 

２．市町村の国民年金担当部局に提
供されているリストを国保担当部局
にも提供する。 

 
 

  ③第２号被保険者資格喪失者一覧表 
  ④第１号・第３号被保険者資格喪失・ 
    喪失訂正者一覧表 
  ⑤国民年金被保険者異動リスト 

〔日本年金機構のメリット〕 
 

①未加入者への勧奨の強化 
②未納者への納付勧奨及び届出の周知の強化 

〔市町村国保のメリット〕 
①国保の資格取得処理の迅速化、資格取得届勧奨の効率化 
②国保の資格喪失処理の迅速化、資格消失届勧奨の効率
化、 職権による喪失処理の実施 
③退職被保険者情報の把握 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．平成２４年度国民健康保険助成費の概要 



（別紙 １）

（国民健康保険課）

平 成 ２ ３ 年 度 平 成 ２ ４ 年 度 対 前 年 度 対 前 年 度
予 算 額 予 算 案 比 較 増 ▲ 減 額 伸 率 （ ％ ）

千円 千円 千円

市町村の国民健康保険助成に必要な経費 3,400,567,944 3,280,399,058 ▲ 120,168,886 ▲ 3.53

（項）医療保険給付諸費 3,087,480,701 2,959,535,095 ▲ 127,945,606 ▲ 4.14

(目) 1,905,313,145 1,755,531,211 ▲ 149,781,934 ▲ 7.86

療 養 給 付 費 負 担 金 1,788,026,089 1,631,883,666 ▲ 156,142,423 ▲ 8.73 ・国庫補助率34/100→32/100

保 険 基 盤 安 定 等 負 担 金 117,287,056 123,647,545 6,360,489 5.42 ・うち保険基盤安定制度
　　基準超過費用　4.2億円
　　保険者支援分　493.2億円
　　高額医療費共同事業　739.1億円

(目) 509,176,537 526,311,068 17,134,531 3.37 ・国庫補助率34/100→32/100

(目) 536,139,195 529,455,105 ▲ 6,684,090 ▲ 1.25

134,782,024 148,067,181 13,285,157 9.86

(目) 2,069,800 170,530 ▲ 1,899,270 ▲ 91.76 ・妊娠・出産に係る負担軽減のための緊急対策経費

（項）介護保険制度運営推進費 296,582,317 303,433,736 6,851,419 2.31

(目) 234,506,949 236,780,643 2,273,694 0.97 ・国庫補助率34/100→32/100

(目) 62,075,368 66,653,093 4,577,725 7.37

（項）医療費適正化推進費 16,504,926 17,430,227 925,301 5.61

(目) 16,504,926 17,430,227 925,301 5.61

(目) 0 0 0 0.00

(目) 0 0 0 0.00

国民健康保険団体に必要な経費 5,783,792 5,484,958 ▲ 298,834 ▲ 5.17

(目) 5,783,792 5,484,958 ▲ 298,834 ▲ 5.17

事　　　　　　　　　項 摘　　　　　　　要

国 民 健 康 保 険 療 養 給 付 費 等 負 担 金

国 民 健 康 保 険 後 期 高 齢 者 医 療 費 支 援 金 負 担 金

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 交 付 金

(目)
国 民 健 康 保 険 後 期 高 齢 者
医 療 費 支 援 金 財 政 調 整 交 付 金

国 民 健 康 保 険 出 産 育 児 一 時 金 補 助 金

国 民 健 康 保 険 介 護 納 付 金 負 担 金

国 民 健 康 保 険 介 護 納 付 金 財 政 調 整 交 付 金

平 成 ２ ４ 年 度 国 民 健 康 保 険 助 成 費 の 概 要

国 民 健 康 保 険 特 定 健 康 診 査 ・ 保 健 指 導 負 担 金

国 民 健 康 保 険 病 床 転 換 支 援 金 負 担 金

国 民 健 康 保 険 病 床 転 換 支 援 金 財 政 調 整 交 付 金

国 民 健 康 保 険 団 体 連 合 会 等 補 助 金



（国民健康保険課）

平 成 ２ ３ 年 度 平 成 ２ ４ 年 度 対 前 年 度 対 前 年 度
予 算 額 予 算 案 比 較 増 ▲ 減 額 伸 率 （ ％ ）

千円 千円 千円

国保組合の国民健康保険助成に必要な経費 325,130,189 322,228,158 ▲ 2,902,031 ▲ 0.89

（項）医療保険給付諸費 292,217,401 291,532,578 ▲ 684,823 ▲ 0.23

(目) 219,963,208 217,468,906 ▲ 2,494,302 ▲ 1.13

(目) 64,876,998 66,715,534 1,838,536 2.83

(目) 4,778,470 4,684,115 ▲ 94,355 ▲ 1.97

出 産 育 児 一 時 金 補 助 金 2,558,470 2,464,115 ▲ 94,355 ▲ 3.69 ・妊娠・出産に係る負担軽減のための緊急対策経費＝36,930千円
　従来経費＝2,427,185千円

高 額 医 療 費 共 同 事 業 補 助 金 2,220,000 2,220,000 0 0.00

(目) 2,598,725 2,664,023 65,298 2.51

（項）介護保険制度運営推進費 31,700,351 29,472,288 ▲ 2,228,063 ▲ 7.03

(目) 31,700,351 29,472,288 ▲ 2,228,063 ▲ 7.03

（項）医療費適正化推進費 1,212,437 1,223,292 10,855 0.90

(目) 1,212,437 1,223,292 10,855 0.90

(目) 0 0 0 0.00

3,731,481,925 3,608,112,174 ▲ 123,369,751 ▲ 3.31

うち（項）医療保険給付諸費 3,385,481,894 3,256,552,631 ▲ 128,929,263 ▲ 3.81
うち（項）介護保険制度運営推進費 328,282,668 332,906,024 4,623,356 1.41
うち（項）医療費適正化推進費 17,717,363 18,653,519 936,156 5.28

国 民 健 康 保 険 関 係 助 成 費 総 計

摘　　　　　　　要

国 民 健 康 保 険 組 合 療 養 給 付 費 補 助 金

国民健康保険組合後期高齢者医療費支援金補助金

国 民 健 康 保 険 組 合 出 産 育 児 一 時 金 等 補 助 金

国 民 健 康 保 険 組 合 事 務 費 負 担 金

事　　　　　　　　　項

国 民 健 康 保 険 組 合 介 護 納 付 金 補 助 金

国民健康保険組合特定健康診査・保健指導補助金

国 民 健 康 保 険 組 合 病 床 転 換 支 援 金 補 助 金



財政安定化支援事業 

５０％ ５０％ 

○普通調整交付金（７％） 
 市町村間の財政力の不均
衡等（医療費、所得水準）
を調整するために交付。 

○特別調整交付金（２％） 
 画一的な測定方法によっ
て、措置できない特別の事
情（災害等）を考慮して交
付。 

調整交付金（国） 
９％ ※２ 

３２％  （←３４％ ）※２ 

２３，９００億円 

７，４００億円 

調整交付金 

定率国庫負担 

公費負担額 

国 計 ：      ３２，６００億円 

都道府県計： １０，９００億円 

市町村計：    １，３００億円 

※市町村への地方財政措置：１，０００億円 

○ 高額な医療費（１件８０万円超）の
発生による国保財政の急激な影響
の緩和を図るため、各市町村国保
からの拠出金を財源として、都道府
県単位で費用負担を調整し国及び
都道府県は市町村の拠出金に対し
て1/4 ずつ負担。 

  事業規模：２，９６０億円 

高額医療費共同事業※１ 

医療給付費等総額：約１１１，０００億円 

保険料 

（３１，７００億円） 

○  低所得者の保険料軽減分を公費で 
  支援。 
   事業規模：４，２４０億円 
       （都道府県 3/4、市町村 1/4） 
  

○  低所得者数に応じ、保険料額の一   

    定割合を公費で支援。                   
   事業規模：９９０億円 
 （国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4） 

都道府県調整交付金 

９％  （←７％） ※2 

６，８００億円 

  保険財政共同   
安定化事業 ○  市町村国保間の保険料の平準化、

財 政の安定化を図るため、平成18
年10月から１件３０万円超の医療費
について、各市町村国保からの拠
出金を財源として、都道府県単位で
費用負担を調整。 

保険財政共同安定化事業※１ 

            ※１   平成２２年度から平成２５年度までの暫定措置 
            ※２   それぞれ給付費等の９％、３２％、９％の割合を基本とするが、定率国庫負担等のうち一定額について、財政調整機能を強化する観点から国の調整交付金に振りかえる等の 
                     法律上の措置がある。 
            ※３      平成２２年度決算における決算補填等の目的の額 

（２４年度 予算案ベース） 

前期高齢者交付金 

○国保・被用者保険の６５歳
から７４歳の前期高齢者の
偏在による保険者間の負
担の不均衡を、各保険者
の加入者数に応じて調整。 

 

前期高齢者 
交付金 

 
３３，５００億円 

国保財政の現状 

保険料軽減制度 

保険者支援制度※１ 

保険者支援制度 

保険料軽減制度 

高額医療費共同事業 

法定外一般会計繰入 

約３，６００億円※３ 



【平成２４年度予算案】 ※復興庁（東日本大震災復興特別会計）で一括計上 

（億円） 

東日本大震災に係る国保保険者・国保連に対する財政支援の延長 

市町村 
国保 

国保 
組合 

国保連 備  考 

一部負担金免除 34 0.08 － 
一部負担金免除の8割相当を補助。 
2割相当は特別調整交付（補助）金で補助予定。 

保険料減免 20 1.8 － 
保険料減免の8割相当を補助。 
2割相当は特別調整交付（補助）金で補助予定。 

固定資産税の課税免除 2 － － 
固定資産税の免除に伴う保険料減収分の1/2を補助。 
残り1/2は特別調整交付金で補助予定。  

診療報酬等の立替払 － － 0.08 国からの療養給付費負担金が交付されるまでの間、銀行
借入を行った場合、その借入利子を補填。 

計 56 1.9 0.08 

※上記以外の被災地域の被保険者については、平成24年9月末まで財政支援の延長を予定。 
  （特別調整交付金において１０割補助予定） 

 ○延長対象 
  東京電力福島第一原発の事故により設定された警戒区域等に住所を有する被保険者及び保険者。 
  警戒区域等とは、①警戒区域 ②計画的避難区域 ③旧緊急時避難準備区域 ④特定避難勧奨地点 
 （ホット スポット）と指定された４つの区域等です。 
 

 ○対象期間 
  一部負担金免除・・・平成24年3月～25年2月診療分 
  保険料減免・・・・・・・平成24年4月～25年3月納期到来分（平成24年度分） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．補助金申請事務等について 



補助金申請事務等の適正化について

平成２２年度決算検査報告について
会計検査院における平成２２年度決算検査報告において、国民健康保険助成費に

ついて、次のとおり指摘があったところである。

例年、過大交付とされる事務処理誤りは同じような内容が繰り返されており、補

助金申請事務の適正化に御配意をお願いしたい。

１．市町村分

【不当事項】

〔療養給付費負担金〕

療養の給付費等の算定誤り

１都２府１９県５３保険者 ５８６，１５８千円

小 計 ５８６，１５８千円

〔財政調整交付金〕

・普通調整交付金

（ア）調整対象需要額の算定誤り

１０県３０保険者 ６９５，０５０千円

（イ）調整対象収入額の算定誤り

４県 ４保険者 １０５，２３２千円

小 計 ８００，２８２千円

・特別調整交付金

（ア）結核・精神病特別交付金の算定誤り

１県 １保険者 ７６，５９３千円

小 計 ７６，５９３千円

・普通調整交付金及び特別調整交付金

（ア）調整対象需要額の査定誤り及び減額解除特別交付金の算定誤り

２県 ２保険者 ９，６０７千円

（イ）調整対象需要額の算定誤り及び保健事業特別交付金の算定誤り

１県 １保険者 ３９，００４千円

（ウ）調整対象需要額の算定誤り及び結核・精神病特別交付金の算定誤り

２県 ２保険者 ６，７２８千円

小 計 ５５，３３９千円

合 計 ９３保険者 １，５１８，３７２千円



２．国保組合
【不当事項】

〔療養給付費補助金等〕

組合員の加入要件誤り

１都１府２県 ４国保組合 ５０２，１９５千円

合 計 ４国保組合 ５０２，１９５千円

【是正改善処置事項】（抜粋）

貴省において、前記４国保組合に対して、無資格者について速やかに組合員資格

の適正化を図れるよう是正の処置を要求するとともに、国保組合に対して、貴省が

前記の研修会で周知した確認の方法等による調査を確実に行わせて、その結果を貴

省に報告させるなどして組合員資格の適正化を図り、今後、国保法等の規定にのっ

とって国保組合の組合員が適正に組織され、ひいては、療養給付費補助金等の算定

が適正なものとなるよう是正改善の処置を求める。

【意見表示事項】（抜粋）

貴省において、国保法の規定にのっとって三師国保組合が適正に組織されるよ

う、次のとおり意見を表示する。

ア 三師国保組合に対して、国保組合は、同種の事業又は業務に従事する者を

組合員として組織する必要があることの徹底を図るよう指導すること

イ 三師国保組合に対して、組合員が休廃止を届け出た後におけるそれぞれの

事業又は業務への従事の状況を適時的確に把握して組合員資格の管理を適切

に行うよう指導すること



 

平成 23年度会計実地検査（平成 22年度決算検査報告）の指摘状況について 

補助金名・指摘事項 指摘保険者数 指摘金額（千円） 

 
工事業国保の無資格加入 
・組合員としての加入要件を誤り、健康保険の被保

険者となるべき法人事業所等の従業員を加入させ

ていたこと等により、これらの被保険者に係る医療

給付費等が過大に算定されていたため、過大交付と

なった。 
（１） 療養給付費補助金 

 
（２） 事務費負担金 

 
（３） 出産育児一時金補助金 

 
（４） 特定健康診査・保健指導補助金 

 

 
全国建設工事業国

民健康保険組合 
（東京都）他３保

険者 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

４８６，９９５ 

 
６，９１８ 

 
７，９６０ 

 
３２１ 

合    計 ４保険者 ５０２，１９５ 

 
療養給付費 

①療養の給付費から遡及退職被保険者等の遡及

期間中の医療給付費を控除していなかったこ

とにより過大交付となった。 

 
②療養の給付費から控除する遡及退職被保険者

等の医療給付費の計算を誤ったことにより過

大交付となった。 

 
③一般被保険者の医療給付費を過大に算定して

いたことにより過大交付となった。 

 
 
青森県青森市 
他４０保険者 

 
 
石川県志賀町 
他５保険者 

 
 
山形県米沢市 
他５保険者 

 
 

４２８，９１１ 

 
 
 

１６，０６８ 

 
 
 

１４１，１７８ 

合    計 ５３保険者 ５８６，１５８ 



補助金名・指摘事項 指摘保険者数 指摘金額（千円） 

 
財政調整交付金 
（１）普通調整交付金 

①療養の給付費から遡及退職被保険者等の遡及

期間中の医療給付費を誤って控除していなか

ったこと等により調整対象需要額が過大に算

定され、過大交付となった。 

 
②基準所得金額を誤って過小に算定していたこ

とにより、調整対象収入額が過小に算定され、

過大交付となった。 

 
（２）特別調整交付金 

①結核・精神病特別交付金 
 結核・精神病に係る医療給付費を誤って過大に

算定していたため、過大交付となった。 

 
（３）普通調整交付金及び特別調整交付金 
 ①療養の給付費から遡及退職被保険者等の遡及

期間中の医療給付費を誤って控除していなか

ったこと等により調整対象需要額が過大に算

定され、過大交付となった。また、結核・精神

病に係る医療給付費が過大に算定されていた

こと等により結核・精神病特別調整交付金等が

過大交付となった。 

 

 
 
 
青森県青森市 
他２９保険者 

 
 
 
山形県鶴岡市 
他３保険者 

 
 
 
島根県大田市 

 
 
 
岩手県北上市 
他４保険者 

 
 
 

６９５，０５０ 

 
 
 
 

１０５，２３２ 

 
 
 
 

７６，５９３ 

 
 
 

５５，３３９ 

合    計 ４０保険者 ９３２，２１４ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．国保組合に対する国庫補助の見直し 



平成24年度予算（案） （国保組合関係） 

               【２３年度予算】 【２４年度予算（案）】 

 

◎定率補助            2,106.6億円 → 2,076.8億円（▲29.8億円）  

 

◎調整補助金            1,058.8億円 → 1,059.8億円（＋ 1.0億円） 

 

◎出産育児一時金補助金        25.6億円 →    24.6億円（▲ 0.9億円） 

 

◎高額医療費共同事業補助金     22.2億円 →    22.2億円（± 0.0億円） 

 

◎事務費負担金             26.0億円 →    26.6億円（＋ 0.7億円） 

 

◎特定健診・保健指導補助金      12.1億円 →    12.2億円（＋ 0.1億円） 

 
 

     計            3,251.3億円 → 3,222.3億円（▲29.0億円） 

 
  （注）各項目をそれぞれ四捨五入している。 

 



300万円 
以上 

250万円 
未満 

300万円 
未満 

 

200万円 
未満 

150万円 
未満 

【Ｂ案】 
 ○ 「定率補助」は5段階。 所得水準の高い国保組合の補助率は、0％ 
 

（参考） Ａ案 「定率補助」は3段階。 補助率は、協会けんぽの水準（16.4％）以上 
 
 

 

行政刷新会議の事業仕分けの結論（平成22年11月16日） 

【 Ｂ案 】 

16% 
24% 

調整補助金 
16%以内 

特別調整補助金 
（保険者機能強化分） 

普通調整補助金 

8% 

32% 

定率補助 0% 

特別調整補助金 
（財政調整分） 

特別対策費補助金 

特別調整補助金 
（経営努力分） 

廃止 

０ 

市町村民税 
課税標準額 

【 Ａ案 】 

16.4％ 
24.2％ 

 

32% 

定率補助 

調整補助金 
16%以内 

普通調整補助金 

特別調整補助金 
（保険者機能強化分） 

特別対策費補助金 

特別調整補助金 
（経営努力分） 

特別調整補助金 
（財政調整分） 

300万円 
以上 

300万円 
未満 

150万円 
未満 

 

市町村民税 
課税標準額 

０ 

廃止 

○ 見直しを行う （所得水準の高い国保組合に対する定率補助の廃止） 
 【とりまとめコメント】 
   それぞれの組合ごとの所得階層が大きく異なっているので、所得の低い皆さんの集団である国保組  
  合については、従前どおりのしっかりとした補助を、その代わり所得の高い人たちで集まっている国保   
  組合についてはゼロも含めて、厚生労働省Ｂ案で進んでいただきたいということを結論とする。 

【これまでの経緯】 



平成23年度予算大臣折衝の合意事項（平成22年12月17日） 

○所得水準の高い国民健康保険組合への補助金の見直しについて 

    国民健康保険組合（以下、「国保組合」という。）に対する国庫補助の見直しについては、以下の基 

   本的な方針に沿って行うものとする。 

  １．事業仕分けの結論を踏まえた見直し内容 

    行政刷新会議「事業仕分け」において、所得水準の高い国保組合に対する定率補助を廃止するとさ 

   れたことを踏まえ、保険者間の給付と負担の公平を図るため、事業仕分けの結論に沿って、見直しを 

   行う。 

 ２．見直しの時期 

    見直し内容のうち、国民健康保険法の改正が必要な事項については、厚生労働省は、国保組合の 

   財政運営に配慮しつつ、平成２４年４月からの実施を念頭に、所要の法律改正案を次期通常国会に 

   提出することを目指す。 

    法律改正が必要のない事項については、所要の政省令改正を行い、平成２３年度当初から直ちに 

   実施する。 



【平成22年度】 

      調整補助金・特別対策費補助金の見直し（23年度～） 

 
 
○普通調整補助金（813億円） 
 
 ・１０段階区分に応じた補助率（0～23％）により交付 

① 平成23年度から配分方法を見直し、従来の「財政調整分」や市町
村国保の普通調整交付金と同様の仕組みとする。 

 
② 特別調整補助金の「経営努力分」と「財政調整分」を段階的に廃
止し、普通調整補助金に統合。 

 
＊ 調整補助金の総枠を給付費等の「15％以内」から「16％以内」とする。 
   （国保法の改正が必要） 

 
 
 
 
 
○特別調整 
  補助金 
 （230億円） 

○財政調整分 （37億円） 
 
・「調整対象需要額－調整対象収入額」を
補填 

平成23年度で廃止し、予算枠を普通調整補助金に統合。 

○経営努力分（190億円） 
 
・各組合の医療費適正化等への取組状況
を点数評価し、配分額を決定 

平成23年度から段階的に廃止し、予算枠を普通調整補助金に統合。 
 ・23年度 2/3 → ・24年度 1/3 → ・25年度 ゼロ 

○原子爆弾被爆者医療費等への 
 支援（2億円） 
 
・原子爆弾被爆者の医療費が一定割合以
上の組合等に対して財政支援 

従前どおり。 
 

 
 
             － 

○保険者機能強化分を平成23年度から創設。（60億円程度の枠） 
 
・保険者機能強化に資する事業を行った場合に補助 
 

○特別対策費補助金（26億円） 
 
・国保組合が各種事業を行った場合、その費用を補助 

平成23年度で廃止。 
（内容を整理し、特別調整補助金（保険者機能強化分）へ） 
 

【見直し後（平成23年度～）】 



Ⅱ 医療・介護等 
  
  ○保険者機能の強化を通じて、医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化など 
   を図る。 
 
 d) その他 
 
  ・ 総合合算制度、低所得者対策・逆進性対策等の検討 
  ・ 後発医薬品の更なる使用促進、医薬品の患者負担の見直し、国保組合の国庫補助の見直し 
  ・ 高齢者医療費制度の見直し（高齢世代・若年世代にとって公平で納得のいく負担の仕組み、支援金 
    の総報酬割導入、自己負担割合の見直しなど） 
 

           社会保障・税一体改革成案（抜粋） 平成23年６月30日 
政府・与党社会保障改革検討本部決定 



○ 保険者間の公平を確保する観点から、所得水準の高い国民健康保険組合に対する国庫補助の
見直しを行う。 

医療保険制度改革の一環として、来年の通常国会への法案提出に向けて、関係者の意見を聴き
ながら引き続き検討する。 
 

 ３．医療・介護等② 

（６）国保組合の国庫補助の見直し 

 
厚生労働省社会保障改革推進本部の検討状況について 

                           （中間報告） 抜粋                  平成23年12月5日 

 ３．医療・介護等② 

○ 保険者間の公平を確保する観点から、所得水準の高い国民健康保険組合に対する国庫補助を
見直す。 

（５）国保組合の国庫補助の見直し 

 医療保険制度改革の一環として、平成２４年通常国会への法案提出に向けて、関係者の意見を
聴きながら検討する。 

      社会保障・税一体改革素案（抜粋） 平成24年1月6日 
政府・与党社会保障改革本部決定 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．市町村国保における保健事業について 



平成2４年度 国保保健事業（案） 
＊事業内容は平成２３年度から変更無し 

 被保険者の健康の保持増進・QOLの向上と医療費適正化に資するため、被保険者の積極的な健康づくりを推進し、
地域の特性や創意工夫を活かした事業の実施を支援する。 
 

○保健事業の中・長期的な目標とそれを踏まえた単年度の実施計画の策定 
 

（１）国保ヘルスアップ事業（先駆的･モデル的事業） 
   保険者が医療機関等と連携し、地域における 
  生活習慣病の発症予防や重症化予防について、 
  地域における支援体制づくりや効果的保健指導 
  プログラムの開発等を総合的に行う。 
 

（２）国保保健指導事業 
  ① 必須事業（国が重点的に推進する事業） 
   ア 特定健診・特定保健指導未受診者等対策 
   イ 生活習慣病の１次予防に重点を置いた取組 
 

  ② 国保一般事業 
   ア 健康教育 イ 健康相談 ウ 保健指導 
   エ 歯科にかかる保健指導 
   オ 健康づくりを推進する地域活動等 
   カ 保険者独自の取組 
 

（３）健康管理センター等健康管理事業 
  ① 健康管理センターによる事業 
  ② 歯科保健センターによる事業 
  ③ 直営診療施設による事業 
 

 一律助成  
 助成期間 3年（22年度～24年度） 
      2年（23年度・24年度）  

 保険者の実施計画に基づ
いた一括助成方式 
 被保険者数に応じた助成 

 従来の助成の継続 

＊2４年度新規の申請受付は行わない。 



 
                          
 
                                  

 平均 最大値 最小値 

受診率 34.0％ 61.3％ 13.1％ 

受診率伸び幅 1.3％ 17.0％ －7.1％ 

終了率 30.3% 92.8％ 0.0％ 

終了率伸び幅 1.1％ 39.6％ －35.4％ 

◆特定健診受診率伸び幅５％以上保険者と 
  全体の取組状況の比較 

◆実施保険者数：264保険者（H22年4月1日現在） 
 ◆特定健診受診率・特定保健指導終了率 
   (Ｈ２２年度実績） 

 ◆保険者規模別受診率の伸び幅と取組内容 

保険者規模

伸び幅 ５％以上 5％未満 ５％以上 5％未満 ５％以上 5％未満 ５％以上 5％未満

保険者数 2 31 20 152 10 49 32 232
ハガキによる

再通知
100% 68% 75% 61% 30% 47% 63% 59%

電話 50% 52% 70% 53% 90% 65% 75% 55%

個別訪問 0% 26% 60% 33% 50% 47% 53% 35%

広報誌・
各便り

0% 65% 80% 63% 90% 67% 78% 64%

マスメディア
活用

0% 26% 45% 16% 0% 10% 28% 16%

ホームページ 0% 55% 45% 37% 20% 16% 34% 35%

ポスター・
チラシ

0% 71% 80% 54% 50% 37% 66% 53%

健康講座・
教室でＰＲ

0% 32% 65% 42% 60% 49% 59% 42%

町内会等会合
でＰＲ

0% 52% 65% 28% 30% 20% 50% 29%

医師会との
連携

0% 42% 60% 34% 20% 12% 44% 30%

地区組織との
連携

0% 42% 55% 34% 50% 39% 50% 36%

休日開催 0% 35% 55% 46% 50% 35% 50% 42%

夜間開催 0% 13% 25% 10% 0% 2% 16% 9%

実施場所の
改善

0% 16% 20% 15% 10% 18% 16% 16%

他健診との
同時実施

0% 42% 65% 47% 60% 41% 59% 45%

アンケート 50% 52% 45% 65% 90% 61% 59% 63%

その他 50% 32% 35% 30% 20% 18% 31% 28%

町村5,000人以上
～市5万人未満

町村5,000人未満 全体
政令市・特別区
・市5万人以上

「特定健診未受診者対策」 
平成2２年度 国保保健指導事業(必須事業ア) の実施結果概要① 
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◆特定保健指導終了率幅５％以上保険者と 
  全体の取組状況の比較 

平均 最大値 最小値 

受診率 35.7％ 53.0％ 13.1％ 

受診率伸び幅 0.9％ 10.0％ －5.2％ 

終了率 27.5% 100％ 0.0％ 

終了率伸び幅 2.7％ 27.1％ －32.4％ 

◆実施保険者数：46保険者（H22年4月1日現在） 
 ◆特定健診受診率・特定保健指導終了率 
   (Ｈ２２年度実績） 

 ◆保険者規模別利用率の伸び幅と取組内容 

保険者規模

伸び幅 ５％以上 5％未満 ５％以上 5％未満 ５％以上 5％未満 ５％以上 5％未満

保険者数 3 6 13 19 3 2 19 27
ハガキによる

再通知
0% 50% 54% 21% 33% 0% 42% 26%

電話 33% 67% 100% 53% 67% 50% 84% 56%

個別訪問 33% 0% 54% 21% 0% 50% 42% 19%

広報誌・
各便り

33% 33% 38% 42% 67% 0% 42% 37%

マスメディア
活用

0% 17% 0% 11% 0% 0% 0% 11%

ホームページ 33% 50% 8% 26% 0% 0% 11% 30%

ポスター・
チラシ

33% 50% 23% 26% 33% 0% 26% 30%

健康講座・
教室でＰＲ

33% 33% 15% 32% 33% 0% 21% 30%

町内会等会合
でＰＲ

33% 17% 0% 11% 0% 0% 5% 11%

医師会との
連携

0% 67% 23% 5% 0% 0% 16% 19%

地区組織との
連携

33% 17% 8% 5% 0% 0% 11% 7%

休日開催 0% 17% 23% 11% 0% 0% 16% 11%

夜間開催 0% 17% 8% 5% 0% 0% 5% 7%

実施場所の
改善

0% 17% 23% 0% 0% 0% 16% 4%

他健診との
同時実施

0% 50% 0% 11% 0% 0% 0% 19%

アンケート 0% 67% 15% 42% 33% 0% 16% 44%

その他 67% 50% 46% 16% 33% 50% 47% 26%

政令市・特別区
・市5万人以上

町村5,000人以上
～市5万人未満

町村5,000人未満 全体

「特定保健指導未利用者対策」 
平成2２年度 国保保健指導事業(必須事業ア) の実施結果概要② 
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特定健康診査 

対象者数 受診者数 特定健康診査実施率 

平成21年度 
（確報値） 

22,519,423 7,073,811 31.4% 

平成22年度 

（速報値） 
22,419,244 7,169,761 32.0% 

特定保健指導 
対象者数 終了者数 特定保健指導実施率 

平成21年度 

（確報値） 
1,080,690 210,449 19.5% 

平成22年度 

（速報値） 
953,535 198,778 20.8% 

 特定健診等実施状況 
（平成２２年度速報値：国保中央会調べ） 

※平成22年度速報値は、保険者が支払基金に報告した平成22年度の特定健診等の実績報告のためのデータをベースとしたファイルの集計結果。 



平成22年度 特定健診等実施状況（速報値） 

※平成22年度速報値は、保険者が支払基金に報告した平成22年度の特定健診等の実績報告のためのデータをベースとしたファイルの集計結果。 

  

特定健診 動機付け支援 積極的支援 

対象者数 受診者数   対象者数 利用者数   終了者数   対象者数 利用者数   終了者数   

（人） （人） 受診率 （人） （人） 利用率 （人） 終了率 （人） （人） 利用率 （人） 終了率 

北海道 964,786 218,140 22.6% 21,408 7,476 34.9% 6,813 31.8% 9,091 2,706 29.8% 1,720 18.9% 

青森県 301,682 85,021 28.2% 6,800 2,978 43.8% 2,800 41.2% 3,289 793 24.1% 465 14.1% 

岩手県 254,956 101,442 39.8% 11,277 2,642 23.4% 2,305 20.4% 5,072 832 16.4% 681 13.4% 

宮城県 395,223 178,707 45.2% 19,447 4,270 22.0% 3,595 18.5% 9,909 1,572 15.9% 1,033 10.4% 

秋田県 208,992 68,967 33.0% 7,208 1,401 19.4% 1,229 17.1% 3,496 606 17.3% 475 13.6% 

山形県 208,672 85,711 41.1% 7,393 3,037 41.1% 2,925 39.6% 3,841 1,162 30.3% 751 19.6% 

福島県  365,077 134,227 36.8% 12,743 2,542 19.9% 2,120 16.6% 5,506 867 15.7% 592 10.8% 

茨城県 574,077 183,714 32.0% 20,342 5,471 26.9% 5,081 25.0% 10,385 2,144 20.6% 1,332 12.8% 

栃木県 377,509 109,696 29.1% 10,621 3,840 36.2% 3,068 28.9% 4,550 1,357 29.8% 771 16.9% 

群馬県 383,303 146,042 38.1% 13,823 2,339 16.9% 2,307 16.7% 5,819 681 11.7% 583 10.0% 

埼玉県 1,294,336 417,752 32.3% 40,584 9,349 23.0% 7,387 18.2% 14,026 1,960 14.0% 1,335 9.5% 

千葉県  1,150,803 402,338 35.0% 39,738 9,888 24.9% 8,422 21.2% 14,461 2,899 20.0% 1,731 12.0% 

東京都 2,221,782 944,206 42.5% 78,024 16,679 21.4% 14,220 18.2% 36,065 6,155 17.1% 3,358 9.3% 

神奈川県 1,510,105 358,898 23.8% 32,736 5,078 15.5% 4,469 13.7% 10,664 1,192 11.2% 765 7.2% 

新潟県 414,507 164,456 39.7% 14,199 5,328 37.5% 4,891 34.4% 6,320 1,873 29.6% 1,250 19.8% 

富山県 172,068 72,378 42.1% 7,129 1,556 21.8% 1,417 19.9% 2,526 356 14.1% 266 10.5% 

石川県 190,960 70,771 37.1% 6,098 2,104 34.5% 2,050 33.6% 2,514 763 30.4% 415 16.5% 

福井県  126,048 34,445 27.3% 3,406 1,177 34.6% 1,063 31.2% 1,351 385 28.5% 262 19.4% 

山梨県 165,239 62,087 37.6% 4,864 2,655 54.6% 2,479 51.0% 2,746 934 34.0% 393 14.3% 

長野県 374,592 149,885 40.0% 12,884 5,987 46.5% 5,152 40.0% 5,180 2,193 42.3% 1,473 28.4% 

岐阜県 377,328 130,222 34.5% 11,600 4,597 39.6% 4,472 38.6% 4,329 1,324 30.6% 958 22.1% 

静岡県 696,076 210,854 30.3% 17,604 5,385 30.6% 4,577 26.0% 6,735 1,712 25.4% 990 14.7% 

愛知県 1,208,603 430,087 35.6% 39,986 6,623 16.6% 5,547 13.9% 14,704 1,735 11.8% 1,137 7.7% 



平成22年度 特定健診等実施状況（速報値） 

  

特定健診 動機付け支援 積極的支援 

対象者数 受診者数   対象者数 利用者数   終了者数   対象者数 利用者数   終了者数   

（人） （人） 受診率 （人） （人） 利用率 （人） 終了率 （人） （人） 利用率 （人） 終了率 

三重県 316,405 107,674 34.0% 10,242 1,680 16.4% 1,540 15.0% 3,308 277 8.4% 187 5.7% 

滋賀県 207,184 68,250 32.9% 6,591 1,693 25.7% 1,504 22.8% 2,085 384 18.4% 236 11.3% 

京都府 426,477 119,697 28.1% 10,577 1,985 18.8% 1,996 18.9% 3,989 534 13.4% 406 10.2% 

大阪府 1,576,390 419,885 26.6% 40,049 6,313 15.8% 5,737 14.3% 14,784 1,690 11.4% 1,065 7.2% 

兵庫県 939,592 284,105 30.2% 26,741 6,881 25.7% 5,485 20.5% 9,018 1,710 19.0% 806 8.9% 

奈良県 245,449 58,519 23.8% 5,946 1,065 17.9% 964 16.2% 1,935 311 16.1% 215 11.1% 

和歌山県 213,089 54,849 25.7% 5,191 1,079 20.8% 960 18.5% 2,411 381 15.8% 263 10.9% 

鳥取県 102,072 27,943 27.4% 2,616 585 22.4% 514 19.6% 872 135 15.5% 77 8.8% 

島根県 120,922 45,459 37.6% 3,811 858 22.5% 702 18.4% 1,296 212 16.4% 128 9.9% 

岡山県 310,819 73,614 23.7% 7,912 1,329 16.8% 1,123 14.2% 2,211 259 11.7% 147 6.6% 

広島県 461,254 86,042 18.7% 9,854 2,892 29.3% 3,012 30.6% 3,120 514 16.5% 429 13.8% 

山口県 260,409 54,950 21.1% 4,981 1,062 21.3% 875 17.6% 1,383 213 15.4% 169 12.2% 

徳島県 128,170 42,407 33.1% 4,259 2,481 58.3% 2,449 57.5% 1,519 655 43.1% 513 33.8% 

香川県 167,688 60,354 36.0% 6,582 1,189 18.1% 1,221 18.6% 2,395 306 12.8% 291 12.2% 

愛媛県 270,652 62,263 23.0% 6,756 2,533 37.5% 2,377 35.2% 2,884 795 27.6% 559 19.4% 

高知県 148,538 40,265 27.1% 4,675 1,158 24.8% 1,045 22.4% 2,328 498 21.4% 251 10.8% 

福岡県 807,101 213,854 26.5% 21,787 11,138 51.1% 8,993 41.3% 7,794 2,932 37.6% 1,860 23.9% 

佐賀県 144,856 48,458 33.5% 4,749 2,459 51.8% 2,071 43.6% 1,854 735 39.6% 419 22.6% 

長崎県 281,011 95,048 33.8% 9,053 4,172 46.1% 3,500 38.7% 3,744 1,458 38.9% 736 19.7% 

熊本県 345,858 112,166 32.4% 10,981 4,307 39.2% 3,960 36.1% 5,627 1,665 29.6% 1,087 19.3% 

大分県 208,220 79,953 38.4% 9,039 2,877 31.8% 2,669 29.5% 3,213 913 28.4% 671 20.9% 

宮崎県 226,321 61,819 27.3% 6,617 2,837 42.9% 2,544 38.4% 2,742 700 25.5% 456 16.6% 

鹿児島県 312,574 102,142 32.7% 10,509 4,578 43.6% 3,592 34.2% 3,839 1,313 34.2% 615 16.0% 

沖縄県 261,469 89,999 34.4% 10,913 5,627 51.6% 5,501 50.4% 6,260 2,940 47.0% 1,733 27.7% 

全国 22,419,244 7,169,761 32.0% 680,345 185,180 27.2% 162,723 23.9% 273,190 57,731 21.1% 36,055 13.2% 

※平成22年度速報値は、保険者が支払基金に報告した平成22年度の特定健診等の実績報告のためのデータをベースとしたファイルの集計結果。 



   平成21年度受診率（速報値）全国平均 ： 31.4% 
   平成22年度受診率（速報値）全国平均 ： 32.0% 

平成22年度 都道府県別の特定健診受診率（速報値） 

※平成21年度速報値は平成22年11月時点における特定健診等データ管理システム登録分及びシステム未活用もしくはシステムからのデータ取得非同意保険者については、 
  平成22年に実施した特定健診・保健指導実施状況アンケートに記載された数値の集計結果。 
※平成22年度速報値は、保険者が支払基金に報告した平成22年度の特定健診等の実績報告のためのデータをベースとしたファイルの集計結果。 
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＜目的＞ 
   国保ヘルスアップ事業における、先駆的、モデル的取組について、国保データベース 
  （ＫＤＢ）システム等を活用した事業評価を行う。 
   そこで得られたエビデンスや成果を事業モデルや参考事例として、国保連合会とともに

国保保険者へ提供することにより、国保ヘルスアップ事業の一層の普及を図り、今後、
展開される新たな特定健康診査・特定保健指導を着実に推進することを目的とする。 

＜事業内容＞ 
（１）評価会議等の開催（アドバイザー会議含む） 
（２）実施保険者への現地調査及び支援 
（３）実施事業評価のための手法等の開発 
（４）事例集の作成 
（５）データ活用支援ツールの開発（ＫＤＢとの連携） 
（６）保険者支援に必要な体制、手法の検討 

＜実施主体＞ 

国民健康保険中央会 

＜実施期間＞ 

平成２３～２５年度  

国保ヘルスアップ事業評価事業 



「国保ヘルスアップ事業評価事業」イメージ 

１．国保ヘルスアップ事業成果の普及・推進支援 
         

保険者の活動の把握 

平成２３年度 平成２５年度 平成２４年度 

１） 共通の評価項目・手順等による評価手法の検討 
 

２） 効果的な生活習慣病発症･重症化予防のための    
   保健指導プログラムの支援と検討 

３） 被保険者を取り巻く地域の連携支援体制づくり 
   の支援と検討 

４） 効果的手法の普及、事例集の作成  

１） データ活用支援ツールの開発（ＫＤＢとの連携） 
 

  ・健診・レセプト・介護情報の提供等による 
   専門的な支援方法の検討   

２．国保ﾍﾙｽｱｯﾌﾟ事業を通じた国保連合会の 
 支援機能の強化、効果的な支援体制の構築 

２） 保険者支援に必要な体制、手法の検討 
 

  ・支援能力を高めるための資質向上策の検討 
  ・保険者の保健事業への積極的参画の促進策の検討 
  ・国保連合会・国保中央会による全国的な支援 
   体制の構築の検討 

成果の分析・手法の検討 まとめ 

①共通の評価項目の設定  
②ヒアリング項目、調査票の策定 
③ヒアリングの実施 
 ・プログラムの類型化 
 ・連携のプロセスの把握 
 ・関係者の連携状況の把握 
 ・促進要因及び課題の把握 
④ヒアリングのまとめ 

普及のための環境整備や 
インフラの検討 ⇒ ２．２） 

効果的なデータ提供・分析 
支援の検討 

モデル事業､人材活用等の 保険
者支援状況の把握 

①効果的取組みの把握 
②研修プログラムの検討 

①ＫＤＢ（ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟ）の検討,開発 
②連合会事例集の検討･開発 

国保連合会の活動把握 

①保健指導プログラム評価 
②類型別の優良ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ選定 

①連携の促進要因の検討 
②優良事例の選定 

①事業成果の評価 
②評価の標準モデルの例示 
③事例インデックスへの反映 

①事例集の作成 ⇒ ２．２） 
②評価ガイド作成⇒ ２．１） 

支援モデルの検討 

事業企画、人的･物的支援方法
の検討 

テキストの作成 

連合会の支援モデルの作成 

①ＫＤＢの設計、開発 
②市町村事例集の検討･開発 

  ①まとめ･報告書の作成 
  ②事例集の活用 
   ・優良事例 
   ・評価手法例 
   ・連携事例 
  ③評価ガイドの活用 

①効果的な支援方法の検証 
②ＫＤＢ・事例集等を活用した   
 支援体制の構築 

検証・まとめ 

評価会議の検討課題 

連携 連携 連携 
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